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令和２年度当初予算の要求状況 

※環境生活部関係抜粋 

 

１．令和２年度当初予算 部別要求額一覧（一般会計） 

 

【事業費ベース】                      （単位：億円、％） 

部    名 

令和２年度 

要求額 

（Ａ） 

令和元年度 

６月補正後予算額 

（B） 

増減額 

（Ａ）-（B） 

伸び率 

（Ａ）／（Ｂ） 

環境生活部 186  163  23 14.3 

 

【一般財源等ベース】                    （単位：億円、％） 

部    名 

令和２年度 

要求額 

（Ａ） 

令和元年度 

６月補正後予算額 

（B） 

増減額 

（Ａ）-（B） 

伸び率 

（Ａ）／（Ｂ） 

環境生活部 103  101  2 1.6 

 

 

２．令和２年度要求額と令和元年度６月補正後予算額との部別増減要因（一般会計） 

（単位：億円） 

部名 主な増減要因 
増減額 

事業費（うち一般財源等） 

環境生活部 

（              ＋23 億円） 

（うち一般財源等  ＋ 2 億円） 

 

 

私立高等学校等就学支援金交付事業費

環境修復事業費 

生活基盤施設耐震化等補助金 

総合博物館展示等事業費 

9（0） 

6（0） 

4（0） 

▲1（0） 

 

1



     （2） 

施策１１１  

 

 

 

【主担当部局：防災対策部】 

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標） 

県民の皆さんが日頃から防災に関心を持って正しく理解し、災害に備えることで、適切な避難行動

をとることができるようになっているとともに、地域や学校、職場等で防災に関する取組が継続的に

行われています。 

   

主指標     

目標項目 
令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

率先して防災
活動に参加す
る県民の割合 

  

 

  60.0％ 

47.7％ 
(30年度) 

    

目標項目の説明と令和２年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

過去１年間に地域・職場での防災活動に参加したことがある県民の割合（防災に関する県民
意識調査） 

２年度目標値 
の考え方 

 

 

副指標   

目標項目 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 

状況 
目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

地区防災計画等 

を作成している 

市町数 

  

 

        29 市町 

４市町 
（30年度） 

          

「防災みえ.jp」
から防災情報等
を入手している
県民の割合 

  

 

  33.3％ 

25.4％ 
（30年度） 

    

大雨等の際に避
難行動をとろう
とする県民の割
合 

  

 

  （検討中） 

（調査中）     

家庭や地域と連
携した防災の取
組を実施してい
る学校の割合 

  

 

  100％ 

92.4％ 
（30年度） 

    

耐震性のない木
造住宅の耐震改
修と除却の補助
件数（累計） 

  

 

  1,200 件 

－     

   Ⅰ－１－２ 治山・治水・海岸保全対策の推進 

災害から地域を守る自助・共助の推進 
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現状と課題 

①近い将来に発生が予想される南海トラフ地震や頻発する風水害に備えるため、「みえ防災・減災セン

ター」と連携し、「自助」「共助」の活性化や環境づくりを支援する防災人材の育成をはじめ、県民

の防災意識の醸成、市町の支援などに取り組んできました。気候変動や防災・減災に関する技術革

新、近年の災害等から得られた検証結果をふまえて、さまざまな防災関係機関、県民等が相互に連

携して、引き続き、防災対策に取り組む必要があります。 

②災害時の県民の適切な避難行動を促進するために、わかりやすい情報提供に取り組んできたところ

です。新たに発生した災害の経験や教訓をふまえ、今後も、避難を必要とする人が適切に避難を行

えるよう、新たな情報提供ツールや手法なども検討し、「共助」につながる活動も促進しながら、取

組を進めていく必要があります。 

③自然災害から子どもたちの命を守るため、学校における防災教育を推進する必要があります。また、

子どもたちの発達段階に応じて地域の一員として行動できる力を育成することが求められています。

さらに、南海トラフ地震等の大規模災害の発生に備え、教職員の実践的な災害対応力の向上を図る

とともに、学校教育を速やかに復旧させる体制を整える必要があります。 

④大規模災害発生時に、県内外からのボランティアや専門性を有したＮＰＯ等が、円滑かつ効果的に

支援活動ができる環境を充実・強化していく必要があります。 

⑤住宅・建築物の耐震化促進のため、耐震診断や耐震改修等に対する支援を行ってきました。引き続

き、住宅・建築物の耐震化や危険な空き家対策等の取組を進め、地震災害などに対するまちの安全

性を確保する必要があります。 

 

令和２年度の取組方向 

 

①防災人材の育成・活用について、「みえ防災・減災センター」と連携し、「自助」「共助」の活性化や

環境づくりを支援するみえ防災コーディネーターを育成するとともに、みえ防災人材バンクへの登

録を進め、防災活動に取り組む地域等へ登録した人材の派遣を行います。また、県民の防災意識の

醸成につながるシンポジウムや研修会を開催するほか、みえ防災・減災アーカイブを活用した普及

啓発に取り組みます。さらに、「みえ防災・減災センター」のハブ機能・シンクタンク機能の充実を

図り、企業や市町・自主防災組織等の活動支援を行います。 

②企業の防災力の向上に向けて、「みえ防災・減災センター」において、「みえ企業等防災ネットワー

ク」を通じた企業間連携の促進や、企業ＢＣＰ等の策定につながる企業内研修の開催などを支援し

ます。 

③地域の防災力の向上を図るため、これまでの地震・津波災害に、新たに風水害、土砂災害を追加し

た避難計画策定支援ツールを構築し、適切な避難行動や地区防災計画の策定を促進します。あわせ

て、「避難所運営マニュアル」策定に向けた取組等を支援します。 

④頻発する風水害から住民の命を守るため、適切な避難行動につなげる「共助」の取組を総合的・一

体的に実施しようとする市町を支援するとともに、南海トラフ地震対策等の充実・強化のための取

組を促進します。また、県北部海抜ゼロメートル地帯における市町の避難対策を支援します。 

⑤家族同士の呼びかけによる避難行動の促進や、県民の皆さん等から収集した情報を災害対策活動に

活用するため、ＡＩ等を活用して「自助」「共助」の取組を促進する仕組みを構築します。また、「防

災みえ.ｊｐ」のホームページやメールにより、気象情報や災害情報を提供するとともに、ＳＮＳ（Ｌ

ＩＮＥ、ツイッター）で県民にわかりやすい表現で防災情報等を伝えるなど、防災情報プラットフ

ォームの活用を図ります。 

防災対策部 

3



     （4） 

 

 

⑥県内の小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等に防災ノートを配布し、学校における防災教育

を推進します。また、防災ノートの家庭への持ち帰りを促進し、保護者と話し合うことで、児童生

徒が理解を深めるとともに、家庭における防災の取組を進めます。 

⑦家庭や地域と連携した体験型防災学習等の実施を支援するとともに、「みえ防災・減災センター」と

連携して、学校防災リーダー等教職員を対象とする防災研修を行い、教職員の防災にかかる資質の

向上を図ります。また、県内の中高生を東日本大震災の被災地に派遣して現地の方との交流や学習

を行い、災害時に地域で自ら行動できる防災人材の育成に取り組みます。 

⑧災害時の学校運営等についての専門知識と実践的な対応能力を備える教職員を育成し、災害時に学

校を支援するため、これら教職員により構成される「災害時学校支援チーム（仮称）」を設置します。

また、民間団体・企業等と連携し、災害時の子どもの居場所の確保、学習支援や心のケア等に取り

組みます。 

 

 

⑨大規模災害時において県内外からの災害ボランティアを円滑に受け入れられるよう、「みえ災害ボラ

ンティア支援センター」の運営に参画します。また、「協働プラットフォーム」構築のための実践的

な訓練等を通じ、市町・社会福祉協議会・ＮＰＯ等と連携して受援体制の整備を図ります。 

 

 

⑩戸別訪問やさまざまな防災イベント等の機会に、住宅所有者に木造住宅の耐震化を直接働きかける

とともに、設計者や施工者等に対して耐震化支援制度や適切な補強工法の普及を図ります。引き続

き、無料耐震診断や補強工事等に対する補助事業を実施し、木造住宅の耐震化を促進するとともに、

耐震性がない危険な空き家対策に取り組む市町に対する支援を行います。 

⑪耐震改修促進法により耐震化を促進している不特定多数の者が利用する大規模建築物等については、

早期に耐震改修工事が完了するよう、また、第一次緊急輸送道路を閉塞するおそれのある沿道建築

物については、耐震診断および耐震改修工事等を実施するよう、引き続き、市町と連携して所有者

等に必要な支援を行います。 

 

主な事業 

 

① （一部新）「みえ防災・減災センター」事業 

【基本事業名：11101 多様な主体が連携した防災活動の促進】 

予算額：(R1)  １４，４００千円 → (R2)  ２３，１２０千円 

事業概要：「みえ防災・減災センター」において、防災に関する人材の育成・活用、地域・企業

支援、情報収集・啓発、調査・研究の取組を通して、県内の防災・減災対策を推進し

ます。 

     また、地域住民や市町職員の参画を得て、県民の適切な避難行動の促進や地区防災計

画の策定を支援するデジタルマップである「Ｍｙまっぷラン＋（プラス）」を作成し、

県民や地域の防災力の向上を図ります。 

 

 

教育委員会 

環境生活部 

県土整備部 

防災対策部 
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② 地域減災対策推進事業【基本事業名：11101 多様な主体が連携した防災活動の促進】 

予算額：(R1)  ７６，１１９千円 → (R2)  ６５，８２３千円 

事業概要：頻発する風水害や南海トラフ地震から県民の生命を守るため、適切な避難行動につな

げる「共助」の取組を総合的・一体的に実施しようとする市町を支援します。また、

県北部海抜ゼロメートル地帯における市町の避難対策を支援します。 

 

③ （新）みんなでつくる避難所プロジェクト事業 

             【基本事業名：11101 多様な主体が連携した防災活動の促進】 

予算額：(R1)   －   千円 → (R2)  ９，９０３千円 

事業概要：避難所生活がイメージできずに避難行動を躊躇する事例があることから、子育て世代

の参画を得て、「みんな」が過ごしやすい避難所づくりをめざし、避難所グッズや避難

所体験ゲームの開発を行うとともに、防災レシピ教室などを開催します。 

 

④ （一部新）防災情報プラットフォーム事業 

      【基本事業名：11102 県民の適切な避難行動を促進するための防災情報の提供】 

予算額：(R1)  ３７，９７７千円 → (R2)  １１７，４７２千円 

事業概要：新たに、南海トラフ地震臨時情報の「防災みえ．ｊｐ」メールでの配信や市町が発表

する警戒レベルをホームページで閲覧できるようにするなど、県民にわかりやすい情

報の提供を行います。 

     また、防災情報システムと国のシステムを連携させることにより、非常時の災害対策

本部活動を効率的に支援するとともに、適切な保守運用を行います。 

 

⑤ （新）避難行動促進事業 

      【基本事業名：11102 県民の適切な避難行動を促進するための防災情報の提供】 

予算額：(R1)   －   千円 → (R2)  ２５，０００千円 

事業概要：台風や記録的な大雨などの発生時に、市町や防災関係機関等からＡＩやＳＮＳ等を活

用して、発災前後の現場の情報収集を図り、県民の適切な避難行動を促進するための

効果的な情報提供や高齢者などの県民が家族や関係者からの呼びかけにより適切に避

難できるような取組を進めます。 

 

 

⑥ 学校防災推進事業【基本事業名：11103 学校における防災教育の推進】 

予算額：(R1)  １３，４６７千円 → (R2)  １３，５７９千円 

事業概要：防災ノートを新入生等に配付するとともに、体験型防災学習等の支援、学校防災リー

ダー等教職員を対象とした防災研修、中高生による東日本大震災の被災地でのボラン

ティア活動や交流学習を実施します。 

 

⑦ （一部新）災害時学校支援事業【基本事業名：11103 学校における防災教育の推進】 

予算額：(R1)  ７９７千円 → (R2)  ２，７６３千円 

事業概要：災害時における学校教育の早期復旧を図るため、避難所の開設・運営や学校の早期再

開、児童生徒の心のケア等、災害時の学校運営に関する専門的な知識や実践的な対応

能力を備える教職員を育成し、災害時の学校を支援する体制を整備します。 

     また、民間団体・企業等との連携による災害時の子ども支援の仕組みづくりを進め、

市町との連携につなげていきます。 

教育委員会 
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⑧ 災害ボランティア支援等事業【基本事業名：11104 災害ボランティアの活動環境の充実・強化】 

予算額：(R1)  ７，９８９千円 → (R2)  ８，２８４千円 

事業概要：関係団体との連携を図り、「みえ災害ボランティア支援センター」やＮＰＯによる円

滑かつ効果的な活動が実施されるよう経費を支援するとともに、市町における受援体

制が整備されるよう協働プラットフォーム構築のための実践的な訓練を行います。 

 

 

 

⑨ 待ったなし！耐震化プロジェクト【基本事業名：11105 住宅・建築物の耐震化の促進】 

予算額：(R1)  ９４，７０９千円 → (R2)  ９２，１２９千円 

事業概要：戸別訪問等により住宅耐震化を促進するとともに、木造住宅の耐震診断、耐震補強、

除却等を支援します。 

 

⑩ 建築物耐震対策促進事業【基本事業名：11105 住宅・建築物の耐震化の促進】 

予算額：(R1)  ５４，１５０千円 → (R2)  ６７，９２８千円 

事業概要：大規模建築物の耐震改修、避難路沿道建築物の耐震診断や耐震改修等に対する支援を

行います。 

 

環境生活部 

県土整備部 
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施策１４１  

 

 

 

【主担当部局：警察本部】 

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標） 

市町や地域住民、ボランティア団体、事業者、学校等との連携による犯罪防止に向けた取組と、発

生した犯罪に対する検挙活動の推進により、県民の皆さんが安全で安心して暮らせる、犯罪の起きに

くい社会が構築されています。また、社会全体で犯罪被害者等に対する支援が行われています。 

 

主指標     

目標項目 
令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

刑法犯認知件数 

  

 

  7,500件未満 

11,247件 
（30年） 

    

目標項目の説明と令和２年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

刑法犯（道路上の交通事故に係る業務上（重）過失致死傷を除く）について、１年間に被害
の届出や告訴・告発を受理等した件数 

２年度目標値 
の考え方 

 

 

副指標   

目標項目 
令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

「子ども安全・

安心の店」認定

事業所数 

  

 

  
1,000 事業所 

以上 

262事業所           

重要犯罪の検挙
率 

  

 

  85％以上 

86.7％ 
（30年） 

    

機動力の向上、
施設の老朽化・
津波浸水への対
策 を 講 じ た 交
番・駐在所数 

  

 

  100か所以上 

80 か所     

犯罪被害者等支
援施策集を作成
した市町数 

  

 

  29 市町 

１市     

 

 

 

   Ⅰ－１－２ 治山・治水・海岸保全対策の推進 

犯罪に強いまちづくり 
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現状と課題 

①県民の皆さんの安全と安心を確保するため、犯罪の防止と検挙に取り組んできた結果、平成 30

（2018）年中の刑法犯認知件数は、戦後最少を記録しました。その一方で、被害者に重大な危害を

及ぼす重要犯罪注）１や、高齢者等を狙った特殊詐欺は後を絶たず、また、ストーカー・ＤＶ事案の

認知件数や、サイバー犯罪等に関する相談件数が高止まりするなど、治安情勢は、依然、予断を許

さない状況にあります。さらに、近年、下校中の女児が殺害される事件、登校中の児童らが殺傷さ

れる事件、多数の社員が放火により殺害される事件など、社会の耳目を集める凶悪事件が全国的に

相次いで発生していることもあいまって、治安に対する県民の皆さんの不安を解消するには至って

いません。 

②このような現状において、県民の皆さんが安全で安心して暮らせる犯罪の起きにくい社会を構築す

るためには、自治体や地域住民、ボランティア団体など、さまざまな主体との連携による犯罪防止

に向けた取組と、重要犯罪をはじめ、特殊詐欺やストーカー・ＤＶ事案、サイバー犯罪など、県民

の皆さんに不安を与える犯罪に対する検挙活動を一層推進する必要があります。 

③犯罪被害者等を支える社会の形成を促進することを目的に「三重県犯罪被害者等支援条例」を制定

し、犯罪被害者等の経済的負担の軽減を図る「三重県犯罪被害者等見舞金」を創設しました。しか

し、犯罪被害者等の状況に応じた必要な支援が適切に提供される必要があることや、必要な支援は

多岐にわたることから、市町をはじめとする関係機関等と連携を強化し、総合的な支援体制を整備

する必要があります。また、二次被害を防止するため、犯罪被害者等に対する県民の理解促進を図

る必要があります。 

注）１ 重要犯罪：殺人、強盗、強制性交等、強制わいせつ、放火、略取誘拐及び人身売買をいう。 

 

令和２年度の取組方向 

 

①県民の皆さんが安全で安心して暮らせる、犯罪の起きにくい社会を構築するため、多様な主体と連

携・協働し、犯罪防止に向けた取組を推進します。そのため、自主防犯活動の活性化を図るための

支援、人身安全関連事案に対する被害者の安全確保を最優先とした対処、子どもの安全確保、少年

の非行防止、高齢者等を狙った特殊詐欺の予防対策などの取組を強化するとともに、サイバー空間

における脅威に対処するための人的および物的基盤の強化を図ります。 

②迅速・的確な初動捜査の徹底、捜査支援システムの活用や科学捜査の推進など、客観証拠確保のた

めの取組を強化し、被害者に重大な危害を及ぼす重要犯罪をはじめ、県民の皆さんに不安を与える

各種犯罪の徹底検挙と暴力団対策の推進を図ります。 

③警察活動を支える基盤を強化するため、地域住民の安全・安心のよりどころである交番・駐在所の

機能強化を推進するほか、警察署を含めた警察施設のセキュリティ強化にも取り組むなど、警察活

動に必要な装備資機材等の整備充実を図ります。 

④今後、県内外で開催される大規模行事を見据え、テロの未然防止に向けて、引き続き、県民の皆さ

んの理解と協力を得つつ、官民一体となった各種テロ対策に加え、施設管理者と連携した集客施設、

公共交通機関等の警備強化を推進します。 

 

 

⑤多様な主体との協創による安全で安心な三重のまちづくりを総合的に推進していくため、市町と一

層の連携強化を図りつつ、「安全で安心な三重のまちづくりアクションプログラム」のさらなる具現

化を進めます。 

警察本部 

環境生活部 
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⑥令和元（2019）年 12月に策定（予定）する「三重県犯罪被害者等支援推進計画（仮称）」に基づき、

犯罪被害者等の状況に応じた必要な支援を適切に提供するため、市町をはじめとする関係機関等と

の連携を強化し、総合的な支援体制を整備するとともに、研修会の開催等により支援従事者を育成

します。また、犯罪被害者等を支える社会の形成を促進するため、犯罪被害者等に対する県民の理

解を深める取組を推進します。 

 

主な事業 

 

①地域安全活動推進費【基本事業名：14101 みんなで進める犯罪防止に向けた取組の推進】 

予算額：（R1）  ４，４３６千円 → （R2）  ６，７７３千円 

事業概要：子供の登下校時等における安全を地域ぐるみで確保することを目的に、通学路等におい 

て子供の見守り活動や情報発信等に主体的に取り組む「子ども安全・安心の店」認定事 

業所への参加を促すとともに、活動に必要な物品や地域安全情報を提供します。 

 

②サイバー犯罪対処能力向上事業【基本事業名：14101 みんなで進める犯罪防止に向けた取組の推進】 

予算額：（R1）  ４，６４７千円 → （R2）  ５，２６８千円 

事業概要：サイバー犯罪の被害防止対策、取締りを推進するため、サイバー犯罪捜査に精通した人 

材の育成、資機材の整備等を図ります。 

 

③車両等整備・管理費【基本事業名：14103 県民の安全を守る活動基盤の整備】 

予算額：（R1）  ４５，０７０千円 → （R2）  ９６，５００千円 

事業概要：地域住民の安全・安心のよりどころである交番・駐在所において、さまざまな警察事象 

に迅速・的確に対応するため、警察活動用車両の整備を図ります。 

 

④警察官駐在所等整備費【基本事業名：14103 県民の安全を守る活動基盤の整備】 

予算額：（R1）  ５１，９５２千円 → （R2）  ３８２，５６８千円 

事業概要：治安の最前線を担い、地域住民の安全・安心のよりどころでもある交番・駐在所が、自

然災害や各種事件発生時においても、その役割を果たせるよう施設の機能強化を図りま

す。 

 

 

⑤安全安心まちづくり事業【基本事業名：14101 みんなで進める犯罪抑止に向けた取組の推進】 

予算額：(R1）  １，２３２千円 → (R2)  １，０９７千円 

事業概要：「安全で安心な三重のまちづくりアクションプログラム・第２弾」に基づき、市町との

連携強化を図り、県民・事業者等さまざまな主体と協創しながら、安全で安心な三重の

まちづくり実現に向けた取組を進めます。 

 

⑥犯罪被害者等支援事業【基本事業名：14104 犯罪被害者等支援の充実】 

予算額：(R1）  １０，６１３千円 → (R2)  １０，３８０千円 

事業概要：「三重県犯罪被害者等支援推進計画（仮称）」に基づき、犯罪被害者等に寄り添った各種

支援施策を推進するとともに、関係機関・団体が相互に連携する総合的な支援体制を整

備します。また、犯罪被害者等が二次被害を受けることがないよう県民の理解促進を図

ります。 

警察本部 

環境生活部 
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施策１４２  

 

 

 

【主担当部局：環境生活部】 

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標） 

県民の皆さんをはじめ、さまざまな主体と連携が進み、それぞれの特性を生かした交通事故防止対

策を実施するとともに、「飲酒運転をしない、させない」意識が高まり、安全運転サポート車や後付け

安全運転支援装置が普及することなどにより、幼児から高齢者に至るまで安全安心な交通環境が実現

し、交通事故死者数が減少しています。 

 

主指標     

目標項目 
令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

交通事故死者
数 

  

 

  60人以下 

87人 
（30年） 

    

目標項目の説明と令和２年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

交通事故発生から 24時間以内の死者数 

２年度目標値 
の考え方 

 

 

副指標   

目標項目 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 

状況 
目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

交通事故死傷者

数 

  

 

        3,700 人以下 

6,223 人 

（30年） 
          

高齢運転者事故

件数 

  

 

        670件以下 

968件 

（30年） 
          

飲酒運転事故件

数 

  

 

        23 件以下 

42 件 

（30年） 
          

「ゾーン 30」整

備地区数（累計） 

  

 

        55 地区以上 

47 地区 

（見込） 
          

信号機のない横

断歩道における

一時停止率 

  

 

        （検討中） 

（調査中）           

   Ⅰ－１－２ 治山・治水・海岸保全対策の推進 

交通事故ゼロ、飲酒運転０（ゼロ）をめざす安全なまちづくり 
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現状と課題 

①県内の交通事故死者数・交通事故死傷者数は、長期的には減少傾向にあります。平成 30（2018）年

は、交通事故死傷者数は平成以降最少、交通事故死者数は過去最少レベルにありますが、県民の皆

さんが安全安心に暮らしていくにはまだまだ厳しい情勢にあることから、現状の交通事故抑止対策

を維持しつつ、さらなる対策の推進が求められています。 

②飲酒運転違反の厳罰化にも関わらず、飲酒運転事故や飲酒運転違反者がなくならない現状にあり、

「飲酒運転はしない、させない」という意識の定着や、アルコール依存症などの関連問題を含めた

取組が求められています。 

③全国的に子どもや高齢運転者が当事者となる交通事故が問題となる中、本県でも高齢者が当事者と

なる交通事故の占める割合が増加傾向にあり、また、次代を担う子どもを交通事故から守ることは

社会的要請であることから、子どもや高齢者の交通事故抑止対策の推進が喫緊の課題となっていま

す。 

④人口 10 万人あたりの死者数が、都道府県別にみて常に多いことから、交通事故死者数のさらなる

減少に向けて、交通安全意識や交通マナーの向上のための教育・啓発、交通指導取締りや交通安全

施設の整備など、ソフト・ハード両面から交通安全対策を一層強力に推進することが求められてい

ます。 

 

令和２年度の取組方向 

 

①「三重県交通対策協議会」の構成機関・団体との連携・協力のもと、四季の交通安全運動等を通じ

て、高齢者の交通事故の防止や、横断歩道での歩行者優先の徹底、シートベルト着用の徹底など「第

10次三重県交通安全計画」をふまえ、効果的な広報啓発活動を展開します。 

②飲酒運転根絶に向け、規範意識の定着のための教育および知識の普及・啓発を行うとともに、再発

防止のため、飲酒運転違反者に対してアルコール依存症に関する受診促進および飲酒運転とアル 

コール問題に関する相談等の取組を推進します。 

③高齢者の交通事故防止に向け、高齢者のニーズに応じて、安全運転サポート車等の普及促進や、運

転免許証自主返納制度、自主返納サポートみえの一層の周知などに取り組むとともに、高齢運転者

を対象としたセミナー等とあわせて進めていくことで相乗効果を高める取組を推進します。 

④県交通安全研修センター等において、子どもから高齢者まで広く県民を対象とした参加・体験・実

践型の交通安全教育に取り組みます。また、地域や職域で活動する交通安全教育指導者の育成や、

出前方式の交通安全教育などを展開します。 

 

 

⑤子どもや高齢者等の交通弱者の安全な通行を確保するため、生活道路を中心に横断歩道等の塗り替

えを進めるとともに、老朽化した交通安全施設の更新・建替を推進します。 

⑥交通事故の発生状況や地域住民からの要望等をふまえ、移動オービス等の効果的な活用を図り、交

通安全の確保に取り組みます。また、あおり運転に関連する違反や横断歩行者等妨害等の悪質性・

危険性の高い交通違反に重点を置いた交通指導取締りを推進します。 

 

 

 

 

環境生活部 

警察本部 
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主な事業 

 

①交通安全運動推進事業 

【基本事業名：14201  交通安全意識と交通マナーの向上に向けた教育・啓発の推進】 

予算額：(R1)  ６，２４５千円 → (R2)  ５，８４７千円 

事業概要：関係機関・団体と連携して、四季の交通安全運動をはじめ年間を通じて、ポスターの掲

示や、チラシ・啓発物品の配布、ラジオスポット放送による広報啓発などの交通安全啓

発活動を行い、交通事故防止を図ります。 

 

②飲酒運転０
ゼロ

をめざす推進運動事業 

【基本事業名：14202 飲酒運転０（ゼロ）をめざす教育・啓発および再発防止対策の推進】 

予算額：(R1)  ４，６３３千円 → (R2)  ３，１９４千円 

事業概要：「第２次三重県飲酒運転０
ゼロ

をめざす基本計画」をふまえ、飲酒運転の根絶に関する教育

および知識の普及・啓発を行います。また、飲酒運転違反者に対して、アルコール依存

症に関する受診義務の通知を行うとともに、飲酒運転とアルコール問題に関する相談窓

口を運営し、飲酒運転の根絶を図ります。 

 

③（新）高齢運転者交通安全緊急対策事業 

【基本事業名：14201  交通安全意識と交通マナーの向上に向けた教育・啓発の推進】 

予算額：(R1)  ― 千円 → (R2)  １８，３７０千円 

事業概要：高齢者の安全運転を支援する対策として、安全運転サポート車や後付け安全運転支援装

置の購入者への助成を実施する市町への補助を実施します。また、安全運転サポート車

への買い替えを促す普及啓発や、運転免許証自主返納制度、運転免許証自主返納サポー

トみえの周知を図るための広報啓発も実施します。 

 

④交通安全研修センター管理運営事業 

【基本事業名：14201  交通安全意識と交通マナーの向上に向けた教育・啓発の推進】 

予算額：(R1)  ４０，３９６千円 → (R2)  ４１，０５６千円 

事業概要：県交通安全研修センターにおいて、交通安全教育機器を活用し、幼児から高齢者までの

幅広い県民を対象にした参加・体験・実践型の交通安全教育を効果的に実施するととも

に、交通安全教育指導者の養成・資質向上に取り組みます。 

また、令和２（2020）年度は次期指定管理者の選定を行います。 

 

 

⑤交通安全施設整備事業【基本事業名：14203 安全で快適な交通環境の整備】 

予算額：(R1)  ７６０，５４５千円 → (R2)  １，４０７，４６１千円 

事業概要：生活道路を中心に摩耗した横断歩道等の道路標示の塗り替えを行うとともに、老朽化し

た信号制御機や道路標識について、緊急性・優先度を勘案し更新を行います。 

 

 

 

 

環境生活部 

警察本部 
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⑥交通安全県民力向上事業【基本事業名:14204 交通秩序の維持】 

予算額：(R1)  ５，８９５千円 → (R2)  ５，７７１千円 

事業概要：関係機関・団体等と連携した出前方式の交通安全教育および広報啓発活動を推進し、交

通事故抑止の原動力となる、交通安全に対する県民力を一層高めます。 

 

⑦（新）高齢運転者交通事故緊急対策事業【基本事業名:14204 交通秩序の維持】 

予算額：(R1)  ― 千円 → (R2)  ３，３５０千円 

事業概要：自動車教習所において、高齢運転者を対象とした参加、体験型セミナーを開催し、個々

具体的な指導・助言や安全運転サポート車の試乗体験等により、高齢運転者を支援し、

交通事故を抑止します。 
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施策１４３  

 

 

 

【主担当部局：環境生活部】 

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標） 

県や市町、消費者団体、事業者団体、地域住民等さまざまな主体が連携することにより、消費者一

人ひとりが消費生活に関する正しい知識を得て、事業者との契約トラブル等を回避する自主的かつ合

理的な消費活動を行うとともに、単なるサービスの受け手としてではなく、社会、経済、環境などに

消費が与える影響を考えて商品・サービスを選ぶなど、公正で持続可能な社会の形成に寄与するよう

な消費生活を営んでいます。 

 

主指標     

目標項目 
令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

消費者トラブ
ルに遭った時
に消費生活相
談を利用する
とした人の割
合 

  

 

  70.0％ 

62.5％ 
（30年度） 

    

目標項目の説明と令和２年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

消費者トラブルに遭った時に消費生活センターや市町の消費生活相談窓口を利用するとし
た人の割合 

２年度目標値 
の考え方 

 

 

副指標   

目標項目 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 

状況 
目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

高齢者や若年者

に向けた消費生

活講座等に参加

した人数 

  

 

        7,800 人 

5,244 人 

（30年度） 
          

消費生活相談に

おいて斡旋によ

り消費者トラブ

ルが解決した割

合 

  

 

        95.0％ 

92.1％ 

（30年度） 
          

 

 

 

 

 

   Ⅰ－１－２ 治山・治水・海岸保全対策の推進 

消費生活の安全の確保 
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現状と課題 

①高度情報通信社会の進展や新技術を活用した新たなビジネスの登場など、消費者の利便性が高まる

一方で、新たな消費者トラブルの発生が懸念されることから、一層の消費者教育、啓発活動を行う

とともに、消費者に身近な市町における相談体制の充実に向けた取組が必要です。 

②民法の改正により、令和４（2022）年４月から成年年齢が 18歳に引き下げられることに伴い、これ

まで未成年者取消権で保護されてきた 18歳、19歳の若年者が保護対象から外れることとなるため、

若年者の消費者被害拡大防止に向けた取組の強化が必要です。 

③消費生活相談件数に占める高齢者の割合が年々増加していることから、高齢者の消費者トラブル防

止のための取組を一層進めるとともに、消費者に身近な市町における見守り体制の充実に向けた取

組が必要です。 

④不適正な取引行為等の排除と健全な市場の形成のため、関係機関等と連携して事業者の監視・指導

を行うほか、事業者における自主的な取組を支援していくことが必要です。 

 

令和２年度の取組方向 

①消費者団体、事業者団体等が参画する「みえ・くらしのネットワーク」をはじめ、市町等、多様な

主体との連携を強め、子どもから高齢者まで各世代の特性に適した方法で、消費者トラブルの未然

防止、拡大防止に向けた取組を推進します。また、県消費生活センターにおいて専門的な相談対応

や、県・市町の相談員等を対象とした研修を行うとともに、県民に身近な市町で消費生活相談に対

応できるよう、相談体制の充実について市町に働きかけや助言を行います。 

②民法の成年年齢引下げを見据え、若年者を対象とした出前講座等を行うとともに、教育機関等と連

携し、若年者向けの消費者教育に取り組みます。また、若年者が消費者トラブルに遭うことなく、

自立した消費者として行動するための知識と意識を高めるための取組を推進します。 

③高齢者の消費者トラブルの防止に向け、県内各地で出前講座を行うとともに、市町で実施される地

域の見守り力向上の取組とも連携し、「消費者啓発地域リーダー」による地域における自主的な取組、

啓発活動を促進するための取組を推進します。 

④国、近隣県、警察、関係機関、関係部局等と連携して「悪質な商取引」や「商品・サービスに係る

不適正な表示」について事業者の監視・指導を行います。また、適正な商取引や商品等の表示に向

けた事業者の自主的な取組を支援します。 

 

主な事業 

①消費者行政推進事業【基本事業名：14301 自主的かつ合理的な消費活動への支援】 

予算額：(R1)  ４７，９１７千円 → (R2)  ２５，１０３千円 

事業概要：弁護士等の活用により県消費生活センターの専門性を確保するとともに、県、市町の相

談員等を対象とした研修会を開催し、相談員の資質向上を図ります。また、消費生活相

談員資格取得支援講座を開催し、相談員有資格者の増加を図ります。 

     市町における消費者行政の推進を図るための支援を行います。 

 

②相談対応強化事業【基本事業名：14302 消費者被害の救済、適正な取引の確保】 

予算額：(R1)  ２３，０９０千円 → (R2)  ２３，５７７千円 

事業概要：県消費生活センターに消費生活相談員を配置するとともにその資質向上を図り、消費者

からの相談に対して迅速かつ適切に対応します。また、多重債務に関する相談に対して

関係機関と連携して、適切に対応します。 
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③消費者啓発事業【基本事業名：14301 自主的かつ合理的な消費活動への支援】 

予算額：(R1)  １６，１４７千円 → (R2)  １６，３３５千円 

事業概要：消費者トラブルの未然防止、拡大防止に向けて、若年者や高齢者をはじめとした幅広い

世代を対象として消費生活出前講座等を開催するとともに、市町、消費者団体、事業者

団体、関係機関、消費者啓発地域リーダー等の多様な主体と連携した啓発活動や、講演

会、各種メディアの活用等により消費者啓発・消費者教育を実施します。  

 

④事業者指導事業【基本事業名：14302 消費者被害の救済、適正な取引の確保】 

予算額：(R1)  ５，９０４千円 → (R2)  ５，７８２千円 

事業概要：事業者指導の実効性を高めるため、不当商取引指導専門員を配置するとともに、国、近

隣県、警察、関係機関、関係部局等と連携して、悪質な取引や商品・サービスに係る不

適正な表示について事業者の監視・指導を行います。また、適正な商取引や商品等の表

示に向けた事業者の自主的な取組を支援します。 
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施策１５１  

 

 

 

【主担当部局：環境生活部】 

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標） 

県民一人ひとりや事業者などのさまざまな主体が、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の考え方をふ

まえ、環境保全や地球温暖化の緩和、気候変動影響への適応に取り組み、環境への負荷が少ない持続

可能な社会づくりが進んでいます。 

 

主指標     

目標項目 
令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

家庭での電力
消費による二
酸化炭素排出
量 

  

 

  
991 

千ｔ-CO2 

1,080 
千ｔ-CO2 

（30年度） 
    

目標項目の説明と令和２年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

家庭での電力消費による二酸化炭素排出量の２年間移動平均値 

２年度目標値 
の考え方 

 

 

副指標   

目標項目 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 

状況 
目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

環境教育・環境

学習講座等を通

じて自発的に環

境活動に取り組

む意向を示した

参加者の割合 

  

 

        100％ 

91.1％ 

(30年度) 
          

大規模事業所に

おける地球温暖

化対策計画書制

度に基づく目標

達成率 

  

 

        80.0％ 

79.1％ 
（29年度） 

          

 

 

 

 

 

 

   Ⅰ－１－２ 治山・治水・海岸保全対策の推進 

環境への負荷が少ない持続可能な社会づくり 
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現状と課題 

①平成 27（2015）年９月、ＳＤＧｓが国連総会において採択され、地球環境の持続可能性に対する国

際的な危機感が高まっています。環境への負荷が少ない持続可能な社会の実現に向け、さまざまな

主体が協創して環境に係る課題の解決に取り組むとともに、環境教育・環境学習の充実が求められ

ています。 

②大規模な開発事業等の実施にあたっては、環境影響の回避や低減等の環境保全措置を講じるなど、

適切な環境配慮が求められています。 

③平成 27（2015）年 12 月、温室効果ガス削減のための新たな国際枠組みとして「パリ協定」が採択

され、翌年発効しました。国内においては、令和 12（2030）年度に温室効果ガス排出量を平成 25

（2013）年度比で 26％削減することとしています。 

④三重県域からの温室効果ガス排出量（森林吸収量を含む）は、平成 28（2016）年度には平成 25（2013）

年度比 2.7％減となっています。排出割合が最も多い産業部門では削減が進んでいますが、民生業

務その他部門（オフィス、店舗等）と民生家庭部門については削減が進んでいないことから、一層

の取組が必要です。 

⑤温室効果ガスの排出削減等を行う地球温暖化の「緩和」だけでなく、既に現れている気候変動の影

響や中長期的に避けられない影響を回避・軽減する「適応」の取組を進めることが必要です。 

 

令和２年度の取組方向 

①ＥＳＤの考え方をベースに、県環境学習情報センター等を活用して環境教育・環境学習を推進し、

持続可能な社会の実現に向け自ら行動する人づくりを進めます。 

②環境に与える負荷を低減し、持続可能な社会を構築していくため、環境に著しい影響を及ぼすおそ

れのある事業が、環境の保全に十分に配慮して行われるように環境影響評価等の取組を進めます。 

③三重県地球温暖化対策推進条例や「三重県地球温暖化対策実行計画」に基づき、温室効果ガスの排

出削減の取組を推進するとともに、現行の実行計画の改定にあわせ、気候変動適応策を盛り込んだ

総合的な計画を策定します。 

④温室効果ガスの排出削減を進めるため、大規模事業所に対し地球温暖化対策計画書に基づく自主的

な削減取組を促進するとともに、脱炭素化を見据えた環境経営の促進を図ります。 

⑤「三重県地球温暖化防止活動推進センター」等と連携し、家庭における省エネの取組、電気自動車

等や省エネ住宅の普及、エコ通勤など、低炭素なライフスタイルへの転換を促進します。 

⑥「三重県気候変動適応センター」を拠点とし、地球温暖化による本県の気候変化やその影響につい

て情報収集および分析を行うとともに、県民の気候変動に対する理解を深めるため、情報提供等を

行います。 

 

主な事業 

①環境学習情報センター運営事業 

【基本事業名：15101 持続可能な社会を実現するための基盤づくり】 

予算額：(R1)  ４０，３２６千円 → (R2)  ４０，９０５千円 

事業概要：県環境学習情報センターを拠点として、環境講座や環境保全に関するイベントの開催等

を通じて、環境教育・環境学習を進めるとともに、指導者の育成や情報提供等を行いま

す。 

また、令和２（2020）年度は次期指定管理者の選定を行います。 
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②環境影響・公害審査事業【基本事業名：15101 持続可能な社会を実現するための基盤づくり】 

予算額：(R1)  ７３６千円 → (R2)  ６６４千円 

事業概要：環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業等について、事業者により適切な環境配慮 

が行われるよう、環境影響評価の取組を促進します。また、公害事前審査や公害紛争処

理に係る制度を適切に運用します。 

 

③地球温暖化対策普及事業【基本事業名：15102 地球温暖化対策の推進】 

予算額：(R1)  １１，７０４千円 → (R2)  １３，４７６千円 

事業概要：温室効果ガスの排出削減に向けた取組を進めるとともに、「三重県気候変動適応セン  

ター」と連携し、気候変動適応法に基づく気候変動影響への適応の取組を促進します。

また、「三重県地球温暖化対策実行計画」に気候変動適応策を盛り込んだ総合的な計画

を策定します。 

 

④環境行動促進事業【基本事業名：15102 地球温暖化対策の推進】 

予算額：(R1)  ４，８８５千円 → (R2)  ４，７８５千円 

事業概要：「三重県地球温暖化防止活動推進センター」を拠点とした地球温暖化防止活動推進員に

よる活動や、学校、企業と連携した啓発活動を通じて、家庭における温室効果ガスの排

出削減に取り組みます。 
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施策１５２  

 

 

 

【主担当部局：環境生活部廃棄物対策局】 

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標） 

ごみの発生・排出抑制が進むとともに、廃棄物が資源として最適な規模で一層循環していくことに

より、最終処分される廃棄物が減少しています。また、産業廃棄物の排出事業者の処理責任の徹底や

監視指導により、不法投棄等不適正処理の未然防止や早期対応が進むとともに、不適正処理４事案が

着実に是正されています。 

 

主指標     

目標項目 
令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

廃棄物の最終
処分量 

  

 

  318千ｔ 

331千ｔ 
(30年度 
速報値) 

    

目標項目の説明と令和２年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

最終処分された一般廃棄物と産業廃棄物の総量（速報値） 

２年度目標値 
の考え方 

 

 

副指標   

目標項目 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 

状況 
目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

１人１日あたり

の ご み 排 出 量

（一般廃棄物の

排出量） 

  

 

        918g/人日 

943g/人日 

(30年度 

速報値) 

          

建設系廃棄物の

不法投棄件数 

  

 

        10 件以下 

12 件 

(30年度) 
          

不適正処理４事

案に係る環境修

復の進捗率 

  

 

        100％ 

65.0％ 

（見込） 
          

「資源のスマー

トな利用」を宣

言した事業所数

（累計） 

  

 

        1,000 件 

―           

   Ⅰ－１－２ 治山・治水・海岸保全対策の推進 

廃棄物総合対策の推進 
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現状と課題 

①県民の皆さん、事業者、行政などさまざまな主体が連携した３Ｒ（発生抑制、再使用、再生利用）

の取組により、一般廃棄物の排出量、最終処分量は着実に削減されてきましたが、近年は横ばい傾

向にあることから、循環型社会の実現に向けた取組を一層推進する必要があります。 

②産業廃棄物については、事業者による３Ｒの取組が進められていますが、排出量や最終処分量は事

業活動の影響を受けることもあり、明確な削減傾向は見られない状況です。今後、資源生産性の高

い循環型社会の実現に向けて、事業者による３Ｒの取組を一層促進する必要があります。 

③産業廃棄物の不法投棄等不適正処理については、依然として後を絶たず、特に建設系廃棄物に係る

不適正処理の割合が高い状況です。引き続き、排出事業者責任の徹底、処理状況の透明化や厳正な

監視・指導など、県民の皆さんが安全・安心を実感できる取組の推進が必要です。また、南海トラ

フ地震等の大規模災害時においても速やかに対応できるよう、災害廃棄物処理体制の強化が必要で

す。 

④過去に産業廃棄物が不適正処理され、行政代執行により生活環境保全上の支障等の除去を行ってい

る４事案（四日市市大矢知・平津、桑名市源十郎新田、桑名市五反田、四日市市内山）については、

着実に環境修復を行うことが必要です。 

⑤現在、大きな社会問題となっている海洋プラスチックを含むプラスチックごみ対策や食品ロスの削

減対策については、さまざまな主体と連携し、廃棄物の発生抑制や資源の有効活用などに重点的に

取り組む必要があります。 

 

令和２年度の取組方向 

 

①現行の「三重県廃棄物処理計画」（計画期間：平成 28（2016）年度～令和２（2020）年度）の計画

期間が満了するため、持続可能な循環型社会の実現に向けて新たな廃棄物処理計画を策定します。

また、一般廃棄物の３Ｒや適正処理を進めるため、市町や事業者等と連携した食品ロスの削減やポ

ストＲＤＦに向けて必要となる施設整備に対する支援等を行います。 

②産業廃棄物の３Ｒを進めるため、地域において廃棄物を資源として最大限活用する地域循環圏の 

形成に向けて、排出事業者と活用する事業者のマッチングを行うなど、廃プラスチックのマテリ 

アルリサイクルの促進などに取り組みます。 

③産業廃棄物の適正処理に向け、電子マニフェストの普及促進等による排出事業者の処理責任の徹 

底を図るとともに、不法投棄案件の中で件数・量ともに大半を占めている建設系廃棄物について、

法令に基づく排出事業者等の意識向上に資する取組や厳正な監視指導を進めます。さらに、    

ＰＣＢ廃棄物について処理期限までに適正に処理されるよう指導を行うとともに、大規模災害に 

備え災害廃棄物が適正かつ円滑に処理されるよう、引き続き人材育成や関係機関との連携強化に 

取り組みます。 

④産業廃棄物の不適正処理により生活環境保全上の支障等がある４事案について、令和４（2022）  

年度末までに対策工事を完了させるよう、着実に工事を実施し、対策工事の効果確認を行います。 

⑤海洋プラスチック問題を含めたプラスチックごみ対策については、河川でのプラスチックごみの

流出実態調査結果をふまえた取組やコンビニエンスストア等事業者と連携したワンウェイプラス 

チックの使用を削減する取組をモデル地域で実施するとともに、食品ロスの削減対策については、

食品提供企業とフードバンク団体等をつなぎ、ネットワーク化を促進する取組等を行います。ま 

た、ワンウェイプラスチックや食品ロスの削減などの取組を県内全域に広げていくため、これら 

を推進する事業所の拡大に取り組みます。 

環境生活部 
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主な事業 

①産業廃棄物適正処理推進事業【基本事業名：15203 廃棄物処理の安全・安心の確保】 

予算額：(R1)  ９２，９８９千円 → (R2)  １０２，２８８千円 

事業概要：廃棄物処理法に基づき、廃棄物の３Ｒと適正処理に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するため策定している「三重県廃棄物処理計画」について、令和２年度に計画期間が

満了することから、新たな計画を策定します。 

また、産業廃棄物処理業および施設設置に係る許可申請等の厳正な審査や、廃棄物処理

施設への立入検査を行います。 

 

②「ごみゼロ社会」実現推進事業【基本事業名：15201 ごみゼロ社会の実現】 

予算額：(R1)  ６１，２０２千円 → (R2)  ２４，７７９千円 

事業概要：市町等が設置する一般廃棄物処理施設の円滑な整備および適正な維持管理を図るための

技術的支援等を行い、廃棄物の適正処理を推進します。 

また、ＲＤＦ製造団体の新たなごみ処理体制への円滑な移行のために、ポストＲＤＦに

向けて必要となる施設整備等に対する支援を行います。 

 

③地域循環高度化促進事業【基本事業名：15202 産業廃棄物の３Ｒの推進】 

予算額：(R1)  ４８，８７３千円 → (R2)  ２６，１８３千円 

事業概要：地域において廃棄物を資源として最大限循環させる地域循環圏の形成に資する取組とし

て、県内で排出された廃プラスチックを製品の製造等に活用できる企業等と結びつける

など、マテリアルリサイクルを促進します。 

 

④不法投棄等の未然防止・早期発見推進事業【基本事業名：15203 廃棄物処理の安全・安心の確保】 

予算額：(R1)  ８４，６０８千円 → (R2)  ５９，８６４千円 

事業概要：市町、事業者、地域の活動団体等と連携した不法投棄の防止および早期発見の体制づく

りを推進するとともに、監視カメラや無人航空機（ドローン）を活用した間隙のない監

視を行います。 

 

⑤災害廃棄物適正処理促進事業【基本事業名：15203 廃棄物処理の安全・安心の確保】 

予算額：(R1)  ６，４６７千円 → (R2)  １，６１８千円 

事業概要：「三重県災害廃棄物処理計画」の実効性を高めるための図上演習、セミナー等を開催し、

人材育成や関係機関との連携強化に取り組みます。 

 

⑥環境修復事業【基本事業名：15204 不適正処理の是正措置の推進】 

予算額：(R1)  ９９６，８０５千円 → (R2)  １，６２９，７０８千円 

事業概要：生活環境保全上の支障等がある４つの産業廃棄物不適正処理事案（四日市市大矢知・    

平津、桑名市源十郎新田、桑名市五反田、四日市市内山）について、産廃特措法に基

づく国の支援を得て、令和４（2022）年度末までに対策を完了させるよう、事業計画

に基づき着実に対策工事を実施するとともに、その効果を確認するため、モニタリン

グを実施します。 
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⑦（新）プラスチック対策等推進事業 

【基本事業名：15205 プラスチック等資源のスマートな利用の推進】 

予算額：(R1)  ― 千円 → (R2)  １３，３７９千円 

事業概要：モデル地域において総合的な事業を展開する「みえプラスチックスマートプロジェクト」

として、さまざまな主体が参画する推進体制を設置するとともに、ワンウェイプラス  

チック使用量の削減に資する取組や代替品の開発・普及等について検討し推進します。 

また、県内事業者におけるワンウェイプラスチックの削減などの取組を促進するととも

に、それらの活動が県内全域で展開できるよう支援を行います。 

 

⑧（新）食品ロス削減推進事業【基本事業名：15205 プラスチック等資源のスマートな利用の推進】 

予算額：(R1)  ― 千円 → (R2)  １，６０６千円 

事業概要：未利用食品の活用に向けて、食品提供企業とフードバンク団体等をつなぐためのマッ

チングセミナーを開催し、ネットワーク化を促進します。 
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施策１５４  

 

 

 

【主担当部局：環境生活部】 

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標） 

大気や水環境などの身近な暮らしの環境問題に対する県民の皆さんの意識が高まり、お互い協力し

ながら自ら環境の保全に取り組むことで、良好な生活環境が保たれています。このことから、安全・

安心で、快適で豊かな生活を営める社会となっています。 

 

主指標     

目標項目 
令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

大気環境およ
び水環境に係
る環境基準の
達成率 

  

 

  97.0％ 

90.2％ 
（30年度） 

    

目標項目の説明と令和２年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

大気環境測定地点および河川・海域水域における環境基準の達成割合 

２年度目標値 
の考え方 

 

 

副指標   

目標項目 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 

状況 
目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

大気・水質の排

出基準適合率 

  

 

        100％ 

100％ 

（30年度) 
          

生活排水処理施

設の整備率 

  

 

        90.3％ 

85.3％ 

（30年度) 
          

海岸漂着物対策

等の水環境の保

全活動に参加し

た県民の数 

  

 

        41,000人 

35,063人 

（30年度) 
          

無許可による土

砂等の搬入件数 

  

 

        0 件 

―           

 

 

 

   Ⅰ－１－２ 治山・治水・海岸保全対策の推進 

生活環境保全の確保 
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現状と課題 

①大気環境はおおむね良好な状態を維持していますが、健康に影響を与える光化学スモッグについて

は、依然として、その濃度上昇に備えるための予報等を発令している状況です。 

②河川の水質は、環境基準（ＢＯＤ）の達成率が 90％以上で推移しており、改善傾向にあります。

一方、海域の水質については環境基準（ＣＯＤ）の達成率が 50％前後で推移しており、伊勢湾に

おいては貧酸素水塊等が毎年発生している状況です。水質汚濁の主な要因である工場・事業場排水

や生活排水について、汚濁負荷量の管理による水質改善が求められています。 

③生活排水処理施設の整備は着実に進展してきましたが、整備率は全国平均と比較して低く、引き続

き未整備人口の解消が必要です。 

④伊勢湾等の海岸域では、河川を経由して流入したごみの漂着により、砂浜等の景観の悪化のほか、

漁業や生態系への影響が懸念されています。このような課題の解決に向けて、流域圏での発生抑制

対策も含めた環境保全活動の拡大と活性化が必要です。 

⑤港湾を経由して、大量に搬入される土砂等の無秩序な堆積による崩落事故の発生や、有害物質の混

入等による生活環境の影響について地域住民に不安が広がっています。その不安を解消するため、

土砂等の埋立地を把握し、無秩序な埋立て等を抑止する「三重県土砂等の埋立て等の規制に関する

条例（案）」により必要な規制を行っていくことが必要です。 

 

令和２年度の取組方向 

①工場・事業場からの大気環境への負荷を削減するため、立入検査により法令遵守の徹底等を図りま

す。また、法に基づき大気の常時監視を行い環境基準等の適合状況を確認します。光化学スモッグ

やＰＭ2.5の濃度が上昇した際は予報等を発令し、県民の皆さんに情報提供を行います。自動車環

境対策では、ＮＯｘ・ＰＭ法対策地域内における二酸化窒素や浮遊粒子状物質の削減状況を調査し、

三重県総量削減計画の進行管理と地域全体での環境基準の達成状況を把握します。光化学オキシダ

ントの原因物質に関する調査研究を行い、研究成果を公表します。悪臭対策では、町の区域におい

て臭気指数による規制地域指定等の検討を行います。 

②工場・事業場からの水環境への負荷を削減するため、立入検査により法令遵守の徹底等を図ります。

また、法に基づき公共用水域（河川、海域）および地下水の常時監視を行い環境基準等の適合状況

を確認するとともに、平成 29（2017）年度に策定した第８次総量削減計画に基づき伊勢湾の汚濁

負荷削減に取り組みます。貧酸素水塊発生メカニズムの解明に関する研究事業を行い、研究成果を

公表します。 

③生活排水対策については、「生活排水処理アクションプログラム」に基づき、市町と連携して下水

道、浄化槽および集落排水施設等の効率的・効果的な整備を進め、未整備人口の解消を図ります。 

④伊勢湾の再生に向け、「三重県海岸漂着物対策推進計画」に基づき、海岸管理者、県民の皆さん、

民間団体、企業等による協力体制を拡充していきます。「伊勢湾 森・川・海のクリーンアップ大

作戦」の取組を三県一市の連携により展開し、参加者の拡大を図ります。引き続き、国の予算を活

用して回収・処理および発生抑制対策事業を実施するとともに、複数自治体連携による効果的な対

策を進めます。 

⑤県内において、土砂等の埋立て等が適正に行われるよう、「三重県土砂等の埋立て等の規制に関す

る条例（案）」の周知・啓発や同条例に基づく土砂等の埋立て等を行う者などへの監視・指導活動

を実施します。 
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主な事業 

①大気テレメータ維持管理事業【基本事業名：15401  大気環境の保全】 

予算額：(R1)  １１９，８０４千円 → (R2)  １３８，２８２千円 

事業概要：大気環境測定局の自動測定機器等の保守および更新を行い、大気汚染の状況をモニタリ

ングするほか、排出ガス量が多い工場の常時監視をします。また、濃度上昇の際は予報

等の発令を行い、大気環境の保全を図ります。 

 

②自動車ＮＯｘ等対策推進事業【基本事業名：15401  大気環境の保全】 

予算額：(R1)  ４，５４３千円 → (R2)  ６，１４７千円 

事業概要：ＮＯｘ・ＰＭ法対策地域内において、自動車から排出される二酸化窒素および浮遊粒子

状物質の排出量調査ならびに沿道のＮＯｘ調査を実施し、総量削減計画の進行管理等を

行います。 

 

③騒音、振動、悪臭等対策事業【基本事業名：15401  大気環境の保全】 

予算額：(R1)  ２，６１１千円 → (R2)  ４，５５０千円 

事業概要：三重県生活環境の保全に関する条例（騒音・振動）に基づき、工場・事業場に遵守指導

を行います。また、悪臭防止法に基づき、町の区域において規制地域の指定および規制

基準の検討を行います。 

 

④河川等公共用水域水質監視事業【基本事業名：15402  水環境の保全】 

予算額：(R1)  ３３，２９９千円 → (R2)  ３４，０８３千円 

事業概要：公共用水域および地下水の水質常時監視を行うほか、伊勢湾に流入する汚濁負荷量  

（ＣＯＤ、窒素、りん）の総量規制に係る調査等を実施し、河川、海域等の水質保全を

図ります。 

 

⑤浄化槽設置促進事業【基本事業名：15402  水環境の保全】 

予算額：(R1)  １５７，１６９千円 → (R2)  １３７，４８１千円 

事業概要：市町が浄化槽を設置する事業および浄化槽設置者に補助を行う事業等に対し助成を行い、

生活排水処理施設の整備率の向上および水環境の保全を図ります。 

 

⑥伊勢湾行動計画推進事業【基本事業名：15403  伊勢湾の再生】 

予算額：(R1)  ５４，５０１千円 → (R2)  ７０，１８５千円 

事業概要：海岸漂着物対策として、市町が取り組む回収・処理および発生抑制対策事業に助成しま

す。また、「伊勢湾 森・川・海のクリーンアップ大作戦」等の発生抑制対策を広域的

に展開するとともに、きれいで豊かな海の観点を取り入れた調査研究を実施します。 

 

⑦（新）土砂条例監視・指導事業【基本事業名：15404  土壌・土砂等の対策の推進】 

予算額：(R1)  ― 千円 → (R2)  ５，５７３千円 

事業概要：「三重県土砂等の埋立て等の規制に関する条例（案）」に係る説明会の開催やパンフレッ

ト配布等の啓発活動を行うとともに、土砂等の埋立て場所や発生場所等へ立入検査を実

施し、監視・指導を行います。 
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施策２１１  

 

 

 

【主担当部局：環境生活部】 

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標） 

さまざまな主体と連携した人権施策が展開され、県民一人ひとりが、互いの人権を尊重し、多様性

を認める意識を高めるとともに、あらゆる差別の解消が進み、個性や能力を発揮していきいきと活動

できる社会になっています。 

 

主指標     

目標項目 
令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

人権が尊重さ
れている社会
になっている
と感じる県民
の割合 

  
 

 

  43.8％ 

39.5％ 
（30年度） 

    

目標項目の説明と令和２年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

「みえ県民意識調査」で、県民一人ひとりの人権が尊重されている社会になっていると「感
じる」、「どちらかといえば感じる」と回答した県民の割合 

２年度目標値 
の考え方 

 

 

副指標   

目標項目 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 

状況 
目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

人権研修等を受

講した県民が、

人権尊重の視点

で行動しようと

感じた割合 

  

 

        100％ 

97.7％ 

（見込） 
          

人権学習によっ

て人権を守るた

めの行動をした

いと感じるよう

になった子ども

たちの割合 

  

 

        98.5％ 

86.6％ 

（30年度） 
          

人権に関わる相

談員を対象とし

た資質向上研修

会受講者が、研

修内容を今後の

業務に生かした

いと感じた割合 

   

 

 

 

        100％ 

95.7％ 

（見込） 
          

 

   Ⅰ－１－２ 治山・治水・海岸保全対策の推進 

人権が尊重される社会づくり 

 

 

32



     （97） 

現状と課題 

①人権が尊重されるまちづくりや啓発・教育等の人権施策を推進しましたが、偏見等による差別や人

権侵害は発生しています。 

②人権尊重社会の実現には、住民のあらゆる活動のベースに人権尊重の視点が根づき、人権が尊重さ

れるまちづくりが県内全域で実施される必要があります。 

③県民の皆さんに人権に関する知識や情報を提供し、理解の促進を図ります。また、あらゆる人権課

題について自分自身の問題としてとらえることができるような啓発を行うとともに、人権啓発イベ

ント・講演会などに、より多くの県民の皆さんに参加いただくことで、人権意識の高揚を図る必要

があります。 

④子どもたちが自分の人権を守り、他者の人権を守るための実践行動ができる力を身につけられるよ

う教育を進める必要があります。 

⑤人権相談の内容が多様化・複雑化してきていることから、相談機関の相談員の資質向上が求められ

るとともに、相談機関相互が連携できる体制づくりが必要です。 

⑥新たな人権課題について認識を深め、社会の動向を注視しながら、課題に対応していく必要があり

ます。 

 

令和２年度の取組方向 

 

①差別のない人権が尊重される社会の実現に向け、令和２（2020）年３月に策定（予定）する「第四

次人権が尊重される三重をつくる行動プラン」に基づき、さまざまな主体と連携・協働して、人権

が尊重されるまちづくりや啓発・教育等の人権施策を推進します。 

②人権が尊重されるまちづくりの取組が県内全域に広がるよう、講師派遣の支援を行うとともに、優

れた取組事例を積極的に周知することにより、人権が尊重されるまちづくりに取り組む団体の拡大

をめざします。 

③県民一人ひとりの人権意識の高揚をめざし、国や市町、さまざまな主体とも連携しながら、人権課

題や年齢層、関心の度合いに応じた多様な手段と機会を通じて、人権に関する知識や情報を提供し、

理解や共感を得るための人権啓発を推進します。 

④多様化する人権相談に的確に対応することができるよう、相談員等に対する研修を行い、資質向上

を図るとともに、情報共有の場づくりなどを通して、県の関係機関をはじめ国や市町等相互の連携

強化に取り組みます。 

⑤人権をめぐる社会の動向やさまざまな人権課題の把握に努め、現状への理解と新たな人権課題の認

識を深めるとともに、必要に応じた取組を進めます。 

 

 

⑥子どもたちの発達段階に応じた人権教育カリキュラムの活用等を促進し、教育活動全体を通じた人

権教育を行い、一人ひとりの存在や思いが大切にされる学校づくりを進めます。また、子どもたち

が安心して学び、生活できるよう、人権教育推進協議会や子ども支援ネットワーク等の取組をさら

に活性化し、学校・家庭・地域の連携を深めていきます。 

 

 

 

 

環境生活部 

教育委員会 

33



     （98） 

主な事業 

 

①人権施策総合推進事業【基本事業名：21101 人権が尊重されるまちづくりと人権啓発の推進】 

予算額：(R1)  ７，７３２千円 → (R2)  ２，１５２千円  

事業概要：人権が尊重される社会を実現していくため、令和元年度に策定する「第四次人権が尊重

される三重をつくる行動プラン」に基づき、人権施策の進捗管理を行い、人権尊重の視

点に立った行政を推進します。 

 

②人権文化のまちづくり創造事業 

【基本事業名：21101 人権が尊重されるまちづくりと人権啓発の推進】 

予算額：(R1)  ８１７千円 → (R2)  ８１５千円  

事業概要：人権が尊重されるまちづくりの取組が県内全域において展開されるよう、地域の団体等

が主体的に開催する研修会等への講師派遣による支援を行います。 

 

③隣保館運営費等補助金【基本事業名：21101 人権が尊重されるまちづくりと人権啓発の推進】 

予算額：(R1)  ２５０，２３３千円 → (R2)  ２５３，６３５千円  

事業概要：市町が設置する隣保館において、相談事業、啓発および広報活動、地域交流などの隣保

事業が推進されるよう支援します。 

 

④人権啓発事業【基本事業名：21101 人権が尊重されるまちづくりと人権啓発の推進】 

予算額：(R1)  ２０，７２５千円 → (R2)  １９，８７８千円   

事業概要：県民一人ひとりの人権意識の高揚を図るため、講演会等の開催やスポーツ組織との連携

による啓発等を行うとともに、地域の実情に応じた啓発活動を展開することができるよ

う、市町の取組に対する支援を行います。 

 

⑤地域人権相談支援事業【基本事業名：21103 人権擁護の推進】 

予算額：(R1)  ２４３千円 → (R2)  ２４３千円  

事業概要：人権に関する相談に的確に対応することができるよう、人権に関わる県・市町・ＮＰＯ

の相談員等を対象とした講座を開催し、資質向上を支援します。また、相談員等の交流

会を開催し、情報共有や意見交換を行うことにより、連携の強化を図っていきます。 

 

 

⑥人権感覚あふれる学校づくり事業【基本事業名：21102 人権教育の推進】 

予算額：(R1)  ５４４千円 → (R2)  ５７０千円 

事業概要：子ども一人ひとりの存在や思いが大切にされる「人権感覚あふれる学校づくり」が教育

活動全体を通じて進められるよう、人権学習指導資料の効果的な活用や人権教育カリキ

ュラムに関する実践研究等を行い、その成果を報告書や研修等で、全ての県立学校に広

めていきます。 

 

⑦子ども支援ネットワーク・アクション事業【基本事業名：21102 人権教育の推進】 

予算額：(R1)  ２，５０９千円 → (R2)  ２，５４０千円 

事業概要：教育的に不利な環境のもとにある子どもの自尊感情を高め、「人権尊重の地域づくり」

が促進されるよう、中学校区の「子ども支援ネットワーク」の活動を推進します。 

環境生活部 

教育委員会 

34



     （99） 

 

35



 

     （100） 

施策２１２  

 

 

 

【主担当部局：環境生活部】 

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標） 

あらゆる分野における女性の参画・活躍が拡大するとともに、県民一人ひとりが性別に関わらず、

その個性や能力を発揮し、それぞれに多様な生き方が認められる男女共同参画社会づくりが進んでい

ます。また、性別をはじめ年齢、国籍・文化的背景、障がいの有無、性的指向・性自認など多様性を

認め合い、誰もが希望を持って、挑戦し、参画・活躍できるダイバーシティ社会の実現に向け、県民

の皆さんの主体的な行動が広がっています。 

 

主指標     

目標項目 
令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

性別による固
定的な役割分
担意識をもつ
県民の割合 

  

 

  20.1％ 

23.3％     

目標項目の説明と令和２年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

「みえ県民意識調査」で、「男は仕事、女は家庭」のように性別によって役割を固定する考
え方について、「同感する」、「どちらかといえば同感する」と回答した県民の割合 

２年度目標値 
の考え方 

 

 

副指標   

目標項目 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 

状況 
目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

「女性の職業生

活における活躍

の推進に関する

法律」に規定す

る事業主行動計

画 等 を 策 定 す

る、常時雇用労

働者数 100 人以

下の団体数 

  

 

        397団体 

310団体 

（30年度） 
          

ダイバーシティ

講座等の受講後

に、ダイバーシ

ティ推進に取り

組む意向を示し

た受講者の割合 

  

 

        （検討中） 

（調査中）           

   Ⅰ－１－２ 治山・治水・海岸保全対策の推進 

あらゆる分野における女性活躍とダイバーシティの推進 
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現状と課題 

①少子高齢化により人口減少が進む中、社会が成長し豊かさを維持していくためには、県民一人ひと

りが性別等に関わらず、個性と能力を十分に発揮し、参画・活躍できる社会を築いていくことが極

めて重要です。 

②政策・方針決定過程への女性の参画は徐々に進んできているものの、指導的地位に占める女性の割

合は低く、地域活動等における女性の参画についても未だ十分とはいえない状況です。根強く残る

固定的な性別役割分担意識の解消に向け、男女共同参画意識の一層の普及・啓発が必要です。また、

性犯罪、性暴力等の相談件数は増加の傾向にあり、ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）の相談

件数も依然として多いことから、性犯罪・性暴力やＤＶを防止するための啓発や被害者支援の一層

の推進が求められています。 

③職業生活における女性の活躍については、趣旨に賛同いただく企業等のネットワークが拡大するな

ど、気運は高まりを見せているものの、リーダー層で活躍する女性の割合は未だ低く、真に女性が

活躍しているとはいえない状況です。働くことを希望する女性や職場でステップアップしたいと希

望する女性が、その希望に応じた働き方を実現できるよう取り組んでいく必要があります。 

④多様性を認め合い、誰もが参画・活躍するダイバーシティ社会に対する県民の皆さんの理解や共感

が高まり、ダイバーシティ推進に係る主体的な行動につながることが必要です。 

 

令和２年度の取組方向 

 

①男女共同参画施策の一層の推進をめざし、各部局と連携して「第２次三重県男女共同参画基本計画

(改定版)」の着実な実行に取り組むとともに、「第３次三重県男女共同参画基本計画」を策定しま

す。市町に対しては、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく推進計画の策定な

どの取組が進むよう、それぞれの実情に応じた支援を行います。 

②県男女共同参画センター「フレンテみえ」と密接な連携のもと、指定管理事業の実施などを通じ、

男女共同参画意識の一層の普及啓発に努めます。 

③性犯罪・性暴力の被害者等が必要な支援を受けることができるよう、引き続き「みえ性暴力被害者

支援センター よりこ」の相談体制の充実と認知度向上に取り組みます。 

④「女性の大活躍推進三重県会議」の取組等を通じ、県内企業・団体において女性が活躍できる環境

整備が一層進むよう取り組みます。 

⑤誰もが参画・活躍できるダイバーシティ社会の実現に向けて、「ダイバーシティみえ推進方針～と

もに輝く
きらり

、多様な社会へ～」に基づき、県民の皆さんの理解や行動につなげられるようダイバーシ  

ティに関する講座等を実施します。また、ＬＧＢＴをはじめ多様な性的指向や性自認について、啓

発を行うとともに、県内における相談対応に係る取組を行います。 

 

 

⑥令和２（2020）年３月に策定（予定）する「三重県ＤＶ防止及び被害者保護・支援基本計画第６次

計画」に基づき、ＤＶ被害者の適切な保護・自立支援や性別にとらわれない相談を行えるよう関係

機関と連携した取組を進めるとともに、ＤＶ対応と児童虐待対応とのさらなる連携強化を図ります。

また、ＤＶを許さない社会意識の醸成に向けて啓発を行います。 

 

 

 

環境生活部 

子ども・福祉部 
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主な事業 

 

①男女共同参画連絡調整事業【基本事業名：21201 男女共同参画の推進】 

予算額：(R1)  ２，４６９千円 → (R2)  ３，３６９千円 

事業概要：男女共同参画社会の実現に向けて、県男女共同参画審議会による外部評価を実施し、施

策の総合的な推進につなげるとともに、「第３次三重県男女共同参画基本計画」を策定

します。また、市町に対しては、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基

づく推進計画の策定等の取組が進むよう、働きかけや支援を行います。 

 

②男女共同参画センター事業【基本事業名：21201 男女共同参画の推進】 

予算額：(R1)  ８，２７２千円 → (R2)  ８，５８８千円 

事業概要：県男女共同参画センター「フレンテみえ」において、フォーラムやセミナー等による参

画・研修機会の提供や人材育成・情報誌等による情報発信、電話相談や調査研究事業等

を実施し、男女共同参画意識の普及を図ります。 

 

③性犯罪・性暴力被害者支援事業【基本事業名:21201 男女共同参画の推進】 

予算額： (R1)  １０，６２４千円 → (R2)  １０，７８８千円 

事業概要：性犯罪・性暴力被害に遭われた方が安心して相談できるよう、「みえ性暴力被害者支援

センター よりこ」において、電話相談・面接相談・付き添い支援や医療機関の紹介等

に引き続き取り組むとともに、関係機関・団体と連携しながら、被害者の負担軽減・心

身の早期回復を図ります。また、相談体制の充実強化や、認知度向上のための広報啓発

を行います。   

 

④(一部新)みえの輝く女子プロジェクト事業 

【基本事業名：21202 職業生活における女性活躍の推進】 

予算額：(R1)  ３，８９８千円 → (R2)  ６，９３９千円 

事業概要：女性が活躍できる環境整備に向けて、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

に基づく一般事業主行動計画の策定支援や、企業等を対象とした講演会・交流会など、

「女性の大活躍推進三重県会議」の取組を進めるとともに、引き続き同会議への加入促

進に取り組みます。また、市町が地域の実情に応じて実施する女性活躍の取組を支援し

ます。 

 

⑤広げようダイバーシティみえ推進事業【基本事業名：21203 ダイバーシティ推進の気運醸成】 

予算額：(R1)  ５，７００千円 → (R2)  ４，５３０千円 

事業概要：ダイバーシティみえ推進方針に基づき、県民のダイバーシティに係る理解や行動につな

がるよう、ダイバーシティをテーマとしたワークショップの実施や高等教育機関との連

携による講座を開催します。 

 

⑥（新）ＬＧＢＴ等相談事業【基本事業名：21203 ダイバーシティ推進の気運醸成】 

予算額：(R1)  ― 千円 → (R2)  ３，３９９千円 

事業概要：ＬＧＢＴをはじめ多様な性に関する県民の悩みなどへの相談対応の充実を図っていく     

ために、相談人材の育成研修等に取り組みます。 

環境生活部 
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⑦ＤＶ対策基本計画推進事業【基本事業名：21201 男女共同参画の推進】 

予算額：(R1)  ２３，８６２千円 → (R2)  ２３，６２４千円 

事業概要：「三重県ＤＶ防止及び被害者保護・支援基本計画（第６次計画）」に基づき、児童虐待対

応職員とＤＶ対応職員とがより一層の情報共有と連携強化を図るとともに、多様な相談

に対応する相談員等の資質向上のための研修会、ＤＶ防止の街頭啓発を行うなど、市町

や民間団体と連携し、被害者相談・保護・自立支援等を行います。 

 

子ども・福祉部 
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施策２１３  

 

 

 

【主担当部局：環境生活部】 

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標） 

外国人住民が抱える生活、就労、教育などの課題の解決に向け、国際交流協会、ＮＰО、経済団体、

県民、国・県・市町などのさまざまな主体が適切な役割分担のもと連携して取り組むことにより、多

様な文化的背景の人びとが、互いの文化の違いを認め合い、対等な関係のもとで、地域社会を一緒に

築いています。 

 

主指標     

目標項目 
令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

多文化共生の
社会になって
いると感じる
県民の割合 

  

 

  37.3％ 

27.3％ 
（30年度） 

    

目標項目の説明と令和２年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

「みえ県民意識調査」で、外国人住民が地域社会の一員として共に暮らせる社会になってい
ると「感じる」、「どちらかといえば感じる」と回答した県民の割合 

２年度目標値 
の考え方 

 

 

副指標   

目標項目 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 

状況 
目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

医療通訳者の配

置や電話通訳の

活用により多言

語対応が可能な

医療機関数 

  

 

        26 機関 

14 機関 

（見込） 
          

日本語指導が必

要な外国人児童

生徒に対して、

日本語指導が行

われている学校

の割合 

  

 

        100％ 

89.6％ 

（見込） 
          

 

 

 

 

 

   Ⅰ－１－２ 治山・治水・海岸保全対策の推進 

多文化共生社会づくり 
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現状と課題 

①県内の外国人住民数は、50,643 人（平成 31（2019）年１月１日現在）と県人口の 2.78％を占め、

外国人比率は全国４位となっています。外国人住民等は、地域経済を支える大きな力となっている

ものの、言葉の壁や文化の違いなどから、地域でのコミュニケーションが十分に図られず、外国人

住民等の地域社会への参画が進んでいません。 

②新たな在留資格「特定技能」の導入により、在留外国人の一層の増加が見込まれており、行政・生

活情報や相談対応のさらなる多言語化をはじめとした、新たなニーズの拡大が予想されます。 

③言葉の壁や文化・慣習の違いは、外国人への誤解や差別を生む原因ともなっています。また、言語

による意思疎通の困難等から雇用が安定しない外国人労働者が多いといった状況は、依然として継

続しています。 

④三重県は、日本語指導が必要な外国人児童生徒の在籍率が全国的にも高く、今後も増加が見込まれ

ます。こうした中、外国につながる子どもたちの保護者に対して、日本の学校制度や学校生活につ

いて周知を行うなど、子どもたちの就学を促進する必要があります。また、外国につながる子ども

たちの就学前教育を促進するとともに、学校における日本語習得の支援、進路実現に向けた学びの

支援をより一層充実させていく必要があります。 

⑤外国人も含め、義務教育未修了の学齢超過者、不登校により中学校での学習が十分にできなかった

人など、さまざまな事情により学びを必要とする方の教育を受ける機会を確保していく必要があり

ます。 

 

令和２年度の取組方向 

 

①外国人住民からの生活相談にきめ細かに対応する体制を「みえ外国人相談サポートセンター  

（ＭｉｅＣｏ）」において構築するとともに、県多言語ホームページの情報内容の充実を図ります。 

②外国人住民が地域で安心して生活することができるよう、医療通訳者の育成や災害時に外国人住民

を支援する体制の整備、消費者被害の防止のための啓発などに、市町、関係団体などさまざまな主

体と連携して取り組みます。 

③日本語教育の実態・課題を把握するとともに、地域における日本語教育環境の強化に取り組みます。

また、各種啓発活動や国際交流の機会等を通じて、多文化共生に関する意識の醸成を図ります。 

 

 

④外国人児童生徒に対する就学の促進を図るため、外国人児童生徒およびその保護者等に対して、日

本での学校生活や進学に関することなどの正確な情報を多言語で提供します。また、外国人住民等

を含め、さまざまな事情により十分な教育を受けられないまま中学校を卒業した方に対し、義務教

育を受ける機会を保障する夜間中学に関する調査研究を進めます。 

⑤外国人児童生徒に対する教育の充実を図るため、市町が行う初期の日本語指導や学校生活への適応

指導等の取組を支援します。外国人児童生徒巡回相談員を計画的・効果的に学校へ派遣し、外国人

児童生徒への日本語指導・適応指導や保護者への支援を行うとともに、通訳の派遣等により多言語

化に対応します。また、高等学校においては、外国人生徒の日本語支援や進路相談等を充実するた

め、拠点校への外国人生徒支援専門員の配置を拡充します。 

 

 

 

環境生活部 

教育委員会 
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⑥市町等教育委員会担当者および教職員対象の研修会等において、日本語で学ぶ力を育む授業の普及

に加え、児童生徒の日本語能力に応じた特別の教育課程を編成・実施している事例等、優れた取組

の普及を図ります。また、外国人住民が多く在住する市町で開催される外国人の小中学生を対象に

した進路ガイダンスの実施を支援します。さらに、外国人生徒および保護者が日本の学校制度や働

き方について理解を深め進路を選択できるよう、進学や就職に関するセミナーを実施します。 

 

主な事業 

 

①（一部新）外国人住民の安全で安心な生活への支援事業 

【基本事業名：21301 多文化共生に向けた外国人住民の生活支援】 

予算額：(R1)  １４，５７２千円 → (R2)  １９，８２７千円 

事業概要：専門家による相談会の定期開催など「みえ外国人相談サポートセンター（ＭｉｅＣｏ）」

の相談体制を充実させます。また、医療通訳者の育成など医療機関における多言語対応

を促進するとともに、災害時に外国人を支援する人材の育成や支援体制の整備、消費者

被害の防止に係る啓発等を進めます。 

 

②（一部新）外国人住民に対する情報や学習機会の提供事業 

【基本事業名：21302 外国人住民に対する学習機会の提供】 

予算額：(R1)  ８，８２１千円 → (R2)  １６，８２３千円 

事業概要：地域における日本語教室の取組状況や学習者のニーズ、課題等を把握し、日本語教育の

実施に関する推進計画を策定するとともに、地域の日本語教室への支援を実施します。

また、多言語ホームページにより行政・生活情報を提供するとともに、多文化共生への

県民理解の促進に取り組みます。 

 

 

③（一部新）多文化共生社会のための外国人児童生徒教育推進事業 

【基本事業名：21303 日本語指導が必要な外国人児童生徒への支援】 

予算額：(R1)  ２６，５４１千円 → (R2)  ３２，５９８千円 

事業概要：市町における外国人児童生徒の受入れや日本語指導・適応指導に係る取組への支援を行

うとともに、各学校に、学習支援を行う外国人児童生徒巡回相談員や翻訳等を行う外国

人児童生徒支援員を派遣します。また、外国人児童生徒の就学促進および教育を受ける

機会の確保のため、就学等に必要な情報を提供するとともに、夜間中学等に関する調査

研究を進めます。 

 

④社会的自立をめざす外国人生徒支援事業 

【基本事業名：21303 日本語指導が必要な外国人児童生徒への支援】 

予算額：(R1)  ４，４４８千円 → (R2)  １３，３３２千円 

事業概要：外国人生徒が地域で社会的自立を果たし、社会の一員として活躍できるよう、課外授業

等による適応指導や進路相談等の業務を行う外国人生徒支援専門員（ポルトガル語、ス

ペイン語等）６名を県立高校の拠点校に配置します。 

 

環境生活部 
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施策２２５  

 

 

 

【主担当部局：教育委員会】 

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標） 

学校と保護者・地域の方々が、目標やビジョンを共有し、一体となった教育活動が進められ、子ど

もたちの学びと育ちを地域全体で支える体制が整っています。また、学校の特色化・魅力化が進むこ

とや、教職員が指導力を高め意欲的な指導を実践することで、子どもたちが自分の興味・関心や将来

の目標に応じて主体的に学び、豊かな人間性や学ぶ力を身につける教育が行われ、県民からの信頼を

得ています。 

 

主指標     

目標項目 
令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

コ ミ ュ ニ テ
ィ・スクールに
取り組んでい
る小中学校の
割合 

  

 

  50.0% 

36.3%     

目標項目の説明と令和２年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

コミュニティ・スクールまたはこれに類似した仕組みを導入している公立小中学校の割合
（文部科学省「コミュニティ・スクール及び地域学校協働活動実施状況調査」） 

２年度目標値 
の考え方 

 

 

副指標   

目標項目 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 

状況 
目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

授業で主体的・

対話的に学習に

取り組んでいる

と感じる子ども

たちの割合 

  

 

        

小学生 
主体的 82.5% 
対話的 78.4% 

中学生 
主体的 82.6% 
対話的 79.2% 

高校生 
主体的・対話的 

78.5% 
小学生 

主体的 77.5% 
対話的 73.4% 

中学生 
主体的 77.6% 
対話的 74.2% 

高校生 
主体的・対話的 

73.5% 

          

 

 

   Ⅰ－１－２ 治山・治水・海岸保全対策の推進 
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副指標   

目標項目 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 

状況 
目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

地域や産業界等

と連携し、学校

の特色化・魅力

化に取り組んで

いる県立高等学

校の数 

  

 

        56校 

35校           

新たな時代の要

請に応えた私立

学校における特

色ある教育・学

校運営の取組数 

  

 

        106件 

66件 
（30年度） 

          

 

現状と課題 

①子どもたちを取り巻く環境が変化し、教育課題が多様化・複雑化する中で、学校・家庭・地域の関

係者が目標や課題を共有し、地域の実情に合わせてコミュニティ・スクール等に取り組み、地域全

体で子どもたちの豊かな育ちを支える必要があります。 

②幼児期から小学校、中学校、高等学校への進学時においては、生活環境や学習環境の著しい変化か

ら、子どもたちが学校に十分に適応できない状況が生じやすい傾向があります。 

③少子化の進行により、学校の小規模化が急速に進行しており、活力ある教育活動が維持しにくくな

っている状況があります。 

④地域の活性化が求められている中で、県内大学や企業、地域住民や職業人等と連携した教育を一層

推進し、地域社会の課題を解決する活動等を通じて、子どもたちに将来地域を担っていく力を育む

必要があります。 

⑤多様化・複雑化する教育課題に組織的に対応できるよう、教職員が専門性をより高めるとともに、

教職生活全体を通じて探究心をもって学び続ける必要があります。また、多くの経験豊かな教職員

が退職する中で、力量のある教職員の確保、知識等の継承、若手および中堅・中核教員の計画的な

育成を進める必要があります。 

⑥子どもたちにどのような資質・能力を身につけさせる必要があるのかを教育課程において明確にす

るとともに、教育課程に基づき学校全体で子どもたちの状況に応じた教育活動の質の向上を図って

いく必要があります。 

 

令和２年度の取組方向 

 

①学校が地域の方々と目標やビジョンを共有し、地域と一体となって子どもたちを育むため、コミュ

ニティ・スクールの導入を促進するとともに、幅広い地域住民、団体等が参画し、目標を共有する

ことにより、地域と学校がパートナーとして連携・協働する地域学校協働活動を推進します。 

②小・中・高等学校への進学時に、児童生徒がスムーズに適応できるよう、地域や学校の状況に応じ

て、校種を越えて必要な情報を引き継ぎます。 
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③四日市工業高等学校ものづくり創造専攻科については、生徒が生産現場でリーダーとなることがで

きる技術や知識の習得に向けて、実習設備等を導入し、学習環境の整備を進めます。 

④「県立高等学校活性化計画」に基づき、高等学校の特色化・魅力化に取り組むとともに、地域協議

会を引き続き開催し、地域の声を聞きながら今後の高等学校のあり方について検討します。 

⑤「教員研修計画」に基づき、すべての教職員がライフステージに応じた素養や、高い専門性を修得

できるよう、職種や経験に応じた研修を系統的かつ体系的に実施します。また、教職員が研修に参

加しやすい環境の整備を進めるため、市町等教育委員会や教育研究所との連携による研修や、イン

ターネットを活用した研修を実施します。 

⑥いじめ等に関するＳＮＳ相談窓口について、子どもたちが自ら選択できる窓口の一つとなり、相談

件数の増加につながっていることから、引き続き年間を通して実施します。また、外国人生徒の文

化や生活習慣の違い、言葉が通じないことから生じる生活や学習に関する不安、悩みについて、母

国語でのＳＮＳ相談を実施し、その対応について検証します。 

 

 

⑦公教育の一翼を担う私立学校の教育環境の維持が図られ、個性豊かで多様な教育サービスが一層拡 

充されるよう、学校運営に係る経費等の助成を行います。 

 

主な事業 

 

①地域と学校の連携・協働体制構築事業【基本事業名：22501  地域とともにある学校づくり】 

予算額：(R1) １０，３７１千円  → (R2) ７，８６２千円 

事業概要：「地域とともにある学校づくり」を進めるため、住民等が学校運営や教育活動に参画・

協働し一体となって子どもを育むコミュニティ・スクールや、これまでの学校支援地域

本部の活動を基盤とした地域学校協働活動の取組を支援します。 

 

②専攻科整備事業【基本事業名：22502 学校の特色化・魅力化】 

予算額：(R1) ９３，０６７千円 → (R2) ４１，２６７千円 

事業概要：四日市工業高等学校ものづくり創造専攻科の学習に必要な実習設備等を整備します。 

 

③教育改革推進事業【基本事業名：22502 学校の特色化・魅力化】 

予算額：(R1)  ６，６２９千円 → (R2)  ７，３４１千円 

事業概要：次期「三重県教育ビジョン（仮称）」の周知を図るとともに、教育改革推進会議や、伊

勢志摩地域・伊賀地域・紀南地域等に設置した地域協議会を開催し、高等学校の活性化

および今後のあり方を検討します。 

 

④教職員研修事業【基本事業名：22503 教職員の資質向上】 

  予算額：(R1) ３１，８２９千円 → (R2) ２９，８８９千円 

事業概要：教職員の資質および実践的指導力の向上をめざし、「校長及び教員としての資質の向上

に関する指標」をふまえて定めた「令和２年度三重県教員研修計画」に基づき、ライフ

ステージおよび多様な教育課題に対応した研修を計画的に実施します。 
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⑤（一部新）教育相談事業【基本事業：22503 教職員の資質向上】 

予算額：（R1）４６，８４６千円 → （R2）５８，９９７千円 

事業概要：子どもたちの心の問題の解決に向けた専門的教育相談を実施するとともに、学校の教育

相談体制を支援するため、臨床心理相談専門員を学校等に派遣します。また、教職員の

教育相談に係る力量の向上と、校内の教育相談体制づくりを推進する中核的リーダーの

育成をめざした教育相談研修を実施します。さらに、いじめ電話相談、「子どもＬＩＮ

Ｅ相談みえ」を引き続き実施するとともに、外国人生徒が母国語で相談できるＳＮＳ相

談を実施し、その対応について検証を行います。 

 

 

⑥私立高等学校等振興補助金【基本事業名：22504  私学教育の振興】 

予算額：(R1) ４，８４０，３１４千円 →  (R2) ４，８８０，９９５千円 

事業概要：公教育の一翼を担う私立学校（小学校・中学校・中等教育学校・高等学校）において、

建学の精神に基づく個性豊かで多様な教育が推進されるよう経常的経費への支援を行

います。 
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施策２２７  

 

 

 

【主担当部局：環境生活部】 

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標） 

年齢や障がいの有無、国籍などにとらわれず、全ての県民の皆さんが文化や地域の歴史等に学び親

しみ、豊かな感性や創造性等を育みながら、心豊かな生活を送っています。 

また、生涯にわたって、あらゆる世代の県民の皆さんが、あらゆる機会に学習することができ、そ

の成果が社会に生かされています。 

 

主指標     

目標項目 
令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

参加した文化
活動、生涯学習
に対する満足
度 

  

 

  77.7％ 

73.7％ 
（見込） 

    

目標項目の説明と令和２年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

県立文化・生涯学習施設が実施した展覧会、講座、公演事業および歴史・文化資源を活用し
た事業におけるアンケート調査で、「満足」「やや満足」「やや不満」「不満」のうち、その内
容について「満足」と回答した人の割合 

２年度目標値 
の考え方 

 

 

副指標   

目標項目 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 

状況 
目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

県立文化施設の

利用者数 

  

 

        153.2 万人 

152.0 万人 

（見込） 
          

新たな保存活用

地 域 計 画 の も

と、地域社会が

一体となって保

存・活用・継承

に取り組む国・

県指定等文化財

数 

  

 

        160件 

0 件           

 

 

 

 

   Ⅰ－１－２ 治山・治水・海岸保全対策の推進 

文化と生涯学習の振興 
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副指標   

目標項目 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 

状況 
目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

公民館等の社会

教 育 活 動 と し

て、地域課題の

解決に向けた取

組を行っている

市町数 

  

 

        29 市町 

11 市町 

（30年度） 
          

 

現状と課題 

①「新しいみえの文化振興方針」に基づき、「人材の育成」や「文化の拠点機能の強化」など５つの方

向で取組を展開し、年齢や障がいの有無、国籍などに関係なく、全ての県民の皆さんが主体的に文

化にふれ親しむ機会を提供するとともに、多様な分野と連携することにより、新たなみえの文化を

創造することができる環境を整備していく必要があります。 

②過疎化・少子高齢化など社会情勢の変化により、文化財の滅失や散逸等の防止が課題となっていま

す。こうした中、特色ある歴史や風土に育まれ、地域の中で守り伝えられてきた多くの有形・無形

の文化財の適切な保存・未来への継承を地域社会総がかりで進めていく必要があります。 

③「人生 100 年時代」の到来を見据え、県民の皆さんが人生をより豊かに過ごすことができるよう、

ライフステージ等に応じた多様な学習ニーズを把握し、魅力的な学びの場や学んだ成果を発表でき

る場の提供など、生涯を通じて学ぶことができる環境づくりが必要です。 

④生涯教育の推進に重要な役割を担う社会教育においては、地域コミュニティ、ＮＰＯ、企業などさ

まざまな主体が持つ知識や経験を、学校教育や家庭教育と連携し、地域の課題解決、学習環境の整

備に生かしていくことが求められています。 

 

令和２年度の取組方向 

 

①「新しいみえの文化振興方針」に基づき、「人材の育成」については、次代を担う若い世代や文化振

興を担う専門人材の育成に取り組むとともに、「文化の拠点機能の強化」については、各県立文化施

設が、それぞれの独自性を生かして、②～⑥のとおり多彩で魅力的な公演や展示、講座等を開催し

つつ、文化交流ゾーン構成施設が連携・協力して、集積の利点を生かした施設運営や事業展開をさ

らに図ります。また、東京オリンピック・パラリンピックや翌年の三重とこわか国体・三重とこわ

か大会の機運を逃すことなく、本県の文化の魅力を国内外へ発信します。 

②県総合文化センター(文化会館、生涯学習センター)においては、音楽や演劇、伝統芸能など、多彩

で魅力的な文化芸術公演や、県内高等教育機関や博物館等と連携したセミナー、子どもたちが本物

の文化を体験できるアウトリーチ事業等を実施し、県民の皆さんに多様な文化と学びの場を提供し

ます。 

③総合博物館においては、活動理念である「ともに考え、活動し、成長する博物館」のもと、多様な

主体や利用者との連携・協創を進めるとともに、三重の多様で豊かな自然や歴史文化等をテーマに

した魅力的な展覧会や教育事業、アウトリーチ活動を行います。 
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④県立美術館においては、地域への誇りと愛着を高めるため、本県ゆかりの作家や海外の美術作品を

紹介する展覧会や、文化・教育関係機関をはじめとする多様な主体と連携した参加体験型の教育普

及活動等、幅広い関心層に応えることができる展示、普及活動に取り組みます。 

⑤斎宮歴史博物館においては、史跡斎宮跡発掘 50周年を記念した特別展をはじめ、さいくう平安の杜

等を活用した地域との連携、歴史体験プログラム等の教育普及に取り組みます。また、発掘調査で

は、最初期の飛鳥時代の中枢部の解明を進めるとともに、その成果について、映像展示の作成に着

手し、ＰＲアニメも活用しながら斎宮の魅力を国内外に発信します。 

⑥県立図書館においては、広域ネットワークを活用した全県域へのサービスや先進的なサービスを提

供するとともに、県内図書館職員を対象にした研修を実施することにより、県内図書館の利用拡大

を図ります。 

 

 

⑦歴史的・文化的に価値の高い文化財を調査し、保存・継承のため指定・登録等の措置を講じます。

また、改正文化財保護法に基づき県の文化財保存活用大綱を策定するとともに、市町や文化財所有

者等による文化財の保存・継承への取組を支援します。さらに、県民の皆さんが文化財の価値をよ

り一層実感できるよう、三重にある文化財の素晴らしさを、パネル展示やＨＰ、ＳＮＳなどを通じ、

県内外に情報発信します。 

⑧社会教育に携わる人々の活動を充実させるため、ＰＴＡや子ども会等の社会教育関係団体や、  

ＮＰＯ等の団体、大学等の高等教育機関、放課後子ども教室や家庭教育支援の関係者等の多様な主

体が、情報を交換・共有し、相互のつながりを形成する機会を提供します。また、社会教育関係者

の資質向上を図るため、国の政策や社会教育の進め方等に係る研修会を実施します。 

⑨熊野少年自然の家では、利用者満足度の向上のため施設設備の適切な維持補修を行うほか、指定管

理者等とともに新たな事業プログラム実施や広報ＰＲ改善に努め、年間を通じた利用者の拡大や収

益の改善の取組を進めていきます。また、鈴鹿青少年センターでは、指定管理者とともに閑散期の

利用率の向上や新たな利用者の拡大に努め、令和元（2019）年度の見直し検討結果に沿った取組を

進めます。 

 

主な事業 

 

①（一部新）文化活動連携事業【基本事業名：22701 文化にふれ親しみ、創造する機会の充実】 

予算額：(R1)  １５，３５５千円 → (R2)  １７，６０２千円 

事業概要：「人材の育成」など「新しいみえの文化振興方針」で定める５つの方向に係る各種取組

について、専門的な視点から評価を行います。また、三重の文化芸術のレベルアップの

ために、アートマネジメント人材や舞台技術者の育成等に取り組みます。さらに、三重

県にゆかりのある映画に関する偉人の顕彰等を実施し、本県の魅力を発信します。 

 

②文化交流機能強化事業【基本事業名：22701 文化にふれ親しみ、創造する機会の充実】 

予算額：(R1)  ２，０１４千円 → (R2)  ３，１２９千円 

事業概要：文化交流ゾーンが三重の文化振興・生涯学習・人材育成・地域づくりに一層貢献する「学

び・体験・交流の場」となるよう、「文化交流ゾーン連携・経営推進会議」を活用しな

がら、利用者の増加に向けたゾーン全体の情報発信や各施設の独自性を生かした中長期

的な連携事業の展開に取り組みます。 

教育委員会 
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③豊かな体験活動推進事業【基本事業名：22701 文化にふれ親しみ、創造する機会の充実】 

予算額：(R1)  １２，９６８千円 → (R2)  ６，９９７千円 

事業概要：次代を担う子どもたちの感性を育み、本県の文化の継承、発展につなげるため、芸術家

を学校に派遣するなど、本物の文化を体験・体感する機会を提供します。 

 

④総合文化センター管理運営事業【基本事業名：22701 文化にふれ親しみ、創造する機会の充実】 

予算額：(R1)  ７２１，６５０千円 → (R2)  ６９９，３０７千円 

事業概要：総合文化センター利用者が快適かつ安全に利用できるよう、管理運営を行い、指定管理

者制度のもと県民の芸術文化活動および生涯学習活動ならびに男女共同参画活動を支

援する体制を整備します。 

 

⑤文化会館事業【基本事業名：22701 文化にふれ親しみ、創造する機会の充実】 

予算額：(R1)  ４７，９３２千円 → (R2)  ７２，５５４千円 

事業概要：芸術性の高いオペラ、バレエ等から高い人気を誇る歌舞伎等の伝統芸能まで、多彩で魅

力的な文化芸術公演やアウトリーチ活動、人材育成に取り組みます。 

 

⑥生涯学習センター事業【基本事業名：22703 学びとその成果を生かす場の充実】 

予算額：(R1)  １０，８７１千円 → (R2)  ９，７０１千円 

事業概要：多様化・高度化する県民の生涯学習ニーズに応えるため、県内の高等教育機関、各種団

体等との連携により、多様で時宜を得たテーマによる学習機会の提供を行うとともに、

地域において生涯学習分野で活動する方々を支援するための研修会を開催します。 

 

⑦総合博物館展示等事業【基本事業名：22703 学びとその成果を生かす場の充実】 

予算額：(R1)  １９９，６５６千円 → (R2)  ６３，５３５千円 

事業概要：北斎や広重が描いた三重の名所絵をはじめ、標本の面白さや三重県ゆかりの刀をテーマ

にした魅力的な展覧会等を開催するとともに、学校や地域と連携し、移動展示やフィー

ルドワーク等のアウトリーチ活動を展開し、三重の自然と歴史文化の魅力を発信します。 

 

⑧（一部新）美術館展示等事業【基本事業名：22703 学びとその成果を生かす場の充実】 

予算額：(R1)  ６９，４１２千円 → (R2)  ８０，１２１千円 

事業概要：三重ゆかりの画家をはじめ、日本を代表する絵本作家・画家や 20 世紀の巨匠の魅惑的

な作品、人類が長い歴史の中で育んできた香りの文化に関わる美術を紹介する展覧会等

を開催するとともに、誰もが利用しやすい美術館をめざした調査・研究・発表や、多様

な主体と連携した参加体験型の教育普及活動等に取り組むなど、県民が美術にふれ親し

む機会を提供します。 

 

⑨斎宮歴史博物館展示・普及事業【基本事業名：22703 学びとその成果を生かす場の充実】 

予算額：(R1)  １４，１８２千円 → (R2)  １０，３３０千円 

事業概要：史跡斎宮跡発掘 50周年を記念した特別展をはじめ、近鉄山田線・斎宮駅開業 90周年を

記念した企画展の開催や、さいくう平安の杜等を活用した歴史講座等を実施し、史跡斎

宮跡の魅力発信に取り組みます。 
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⑩(新)みやこ斎宮を核とした観光コンテンツ拡充事業 

【基本事業名：22703 学びとその成果を生かす場の充実】 

予算額：(R1)  ― 千円 → (R2)  ２６，８２８千円 

事業概要：初期斎宮に係る発掘現場の映像や史跡斎宮跡ＰＲアニメによる情報発信を行うとともに、 

県内外の大学生を対象にした斎宮教育プログラムを実施し、若い世代に斎宮の魅力を発 

信します。 

 

⑪（一部新）図書館管理運営事業【基本事業名：22703 学びとその成果を生かす場の充実】 

予算額：(R1)  １５６，２７２千円 → (R2)  １５６，９２６千円 

事業概要：市町立図書館等と構築した図書館総合情報ネットワークや図書の相互貸借に係る物流 

ネットワークを適切に運用するとともに、図書館職員向けの研修会の開催や市町立図書

館等に対して先進的な取組事例を紹介するなどの支援を行います。 

 

 

⑫文化財保存管理事業【基本事業名：22702 文化財の保存・継承・活用】 

予算額：(R1)  ６，３５９千円 → (R2)  ６，９０９千円 

事業概要：県内の貴重な文化財を調査し、文化財保護審議会の審議を通じて、指定等の適切な保存

措置を講じるとともに、文化財保存活用大綱を策定し、県としての総合的な方向性を示

します。また、国・県指定等文化財の情報発信を行うとともに、適切に保存されるよう

巡視を行います。 

 

⑬地域文化財総合活性化事業【基本事業名：22702  文化財の保存・継承・活用】 

予算額：(R1)  ９０，０００千円 → (R2)  １２８，２６１千円  

事業概要：国・県指定等文化財の所有者等が行う修復等の保存事業について、技術的な助言と必要

な経費に対する支援を行うとともに、所有者等による公開・活用等への取組を促進しま

す。 

 

⑭世界遺産熊野参詣道保存管理費【基本事業名：22702  文化財の保存・継承・活用】 

予算額：(R1)  ３１０千円 → (R2)  １，８９３千円 

事業概要：世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」の保存と活用のため、文化庁や奈良・和歌山県お

よび関係市町と連携した取組を行います。また、新たな文化資産の調査を行うとともに、

地元の関係団体や市町担当者に対する専門的な知識と技術に関する講習会や、広く県民

を対象とした講演会等を開催します。 

 

⑮世界に誇る三重の文化財記録事業【基本事業名：22702  文化財の保存・継承・活用】 

予算額：(R1)  ８０４千円 → (R2)  ４１９千円 

事業概要：これまでに作成した海女漁関連行事に係る記録映像のインターネット公開を行うなど、

Ｗｅｂを活用した情報発信を進めるとともに、全国の「海女漁の技術」関係県との連携

強化を進めます。 

 

 

 

教育委員会 
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⑯埋蔵文化財センター管理運営費【基本事業名：22702  文化財の保存・継承・活用】 

予算額：(R1)  ８，６４１千円 → (R2)  ６，５１６千円 

事業概要：埋蔵文化財の必要な発掘調査や適切な保存管理を行うとともに、県民への公開・普及を

行います。また、子どもたちが郷土への愛着を持てるよう文化財を活用した出前授業等

を行います。 

 

⑰社会教育推進体制整備事業【基本事業名：22704 社会教育の推進と地域の教育力の向上】 

予算額：(R1)  １，７０５千円 → (R2)  １，５２８千円 

事業概要：社会教育の振興を図るため、市町における社会教育委員や社会教育担当職員等を対象に

研修や情報交換を行います。また、地域課題の解決に資する学習機会を提供するととも

に、地域におけるコーディネート機能を高めることで社会教育の活性化を図ります。 

 

⑱鈴鹿青少年センター費【基本事業名：22704 社会教育の推進と地域の教育力の向上】 

予算額：(R1)  ６７，１４６千円 → (R2)  ６７，２９０千円 

事業概要：心身ともに健全な青少年を育成するため、鈴鹿青少年センターを指定管理により運営し、

施設利用者の増加や対象者の拡大および社会教育の普及・振興を図ります。また、令和

元（2019）年度の施設見直しに係る方向性に基づき、アドバイザーの支援を受けながら

具体的な活用策を検討します。 

 

⑲熊野少年自然の家費【基本事業名：22704 社会教育の推進と地域の教育力の向上】 

予算額：(R1)  ５２，２１３千円 → (R2)  ７９，６７５千円 

事業概要：自然の中で心身ともに健全な少年を育成するため、熊野少年自然の家を指定管理により

運営し、施設利用者の増加および社会教育の普及・振興を図るとともに、効率的な管理

運営を行います。また、老朽化した外壁の改修工事などを行います。 
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施策２３３  

 

 

 

【主担当部局：子ども・福祉部】 

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標） 

生まれ育った環境に関わらず、全ての子どもが健やかに、夢と希望を持って育つことのできる環境

が整っています。また、子育て支援サービス等が地域のニーズや実情に応じて提供されることにより、

安心して子育てのできる体制整備が進んでいます。さらに、就学前教育・保育を担う幼稚園、認定こ

ども園、保育所の機能向上が図られ、全ての子どもが質の高い幼児教育を受けることのできる環境が

保障されています。 
 

主指標     

目標項目 
令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

保育所等の待
機児童数 

  

 

  0人 

109人 
（30年度） 

    

目標項目の説明と令和２年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

翌年４月１日現在における保育所等の待機児童の数 

２年度目標値 
の考え方 

 

 

副指標   

目標項目 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 

状況 
目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

保育士等キャリ

アアップ研修の

修了者数（累計） 

  

 

        11,000人 

2,066 人 
（30年度） 

          

放課後児童クラ

ブの待機児童数 

  
 

  0 人 

55 人     

子どもの貧困対

策計画を策定し

ている市町数 

  

 

  22 市町 

2 市 

（30年度） 
    

「ＣＬＭと個別

の指導計画」を

導入している保

育所・幼稚園等

の割合 

  

 

        67.5％ 

53.8％ 
（30年度）  

          

   Ⅰ－１－２ 治山・治水・海岸保全対策の推進 

子育て支援と幼児教育・保育の充実 
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現状と課題 

①施設整備などにより保育所等の定員は増加していますが、共働き家庭や女性の継続就業率の増加な

どにより、保育所等への入所希望者が増え、保育所等における待機児童数は高止まり状態となって

います。また、幼児期における教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであること

から、幼稚園・認定こども園・保育所が家庭・地域と協力し、就学前教育の充実を図っていくこと

が求められています。 

②平成 30（2018）年度に新しい保育所保育指針等が実施されるとともに、令和元(2019)年 10 月には

幼児教育・保育の無償化が実施されました。今後も、保育人材の確保等による待機児童の解消や幼

児教育・保育のより一層の質の向上、幼稚園等の子育て支援の充実を図っていく必要があります。 

③就学前の保育ニーズの増加とともに、小学校入学後に放課後児童クラブの利用を希望する家庭が増

えており、施設整備などにより利用できる小学校区の割合は増加していますが、待機児童は解消さ

れていません。引き続き、放課後児童クラブの施設整備や従事する人材の確保、安定的な運営への

支援が必要です。また、必要とするときに病児・病後児保育が利用できる環境整備が必要です。 

④令和２（2020）年度から高等教育の無償化が始まり、低所得者層の教育支援の充実が図られます。

「貧困の連鎖」によって子どもたちが生まれ育った環境に左右されることなく、未来に希望を持ち、

夢や志に向かっていけるよう、より実効的な子どもの貧困対策を推進することが必要です。 

⑤平成 29（2017）年 6月に開院した「県立子ども心身発達医療センター」において、専門的な診療機

能を充実させるとともに、市町の総合相談窓口の中心となる人材育成や、発達障がい児の支援ツー

ルである「ＣＬＭ（Check List in Mie）と個別の指導計画」の保育所等への導入を促進してきまし

た。しかし、地域の専門医の不足といった状況も相まって、初診診療の待機期間が長期化していま

す。そのため、発達支援が必要な子どもとその家族に対する適切な医療・福祉・教育サービスが、

身近な地域において途切れることなく提供される体制の整備が必要です。 

 

令和２年度の取組方向 

 

①令和元(2019)年度に策定予定の第２期「三重県子ども・子育て支援事業支援計画」に基づき、幼児

教育・保育の総合的な提供等が図られるよう、保育所や認定こども園等に対する給付を行う市町に

対して支援を行います。また、令和元(2019)年 10月から実施された「幼児教育・保育の無償化」に

ついて、制度が円滑に進められるよう、窓口である市町や保育所等に対して、丁寧な相談支援等を

行っていきます。 

②待機児童の解消に向けて、保育所等の整備や低年齢児保育充実のための保育士加配に取り組む市町

に対して支援を行います。また、潜在保育士の現場復帰支援や新任保育士の就業継続支援、保育士

修学資金貸付等を行い、市町や高等学校と連携して保育士確保に向けた取組をより一層進めます。

さらに、令和元(2019)年度中に構築予定の「保育士・保育所支援センター」のＷｅｂページを活用

して、きめ細かな情報発信等を行い、新たな雇用につなげていきます。あわせて、保育士等の処遇

改善を推進するため、要件となっているキャリアアップ研修を計画的に実施します。 

③保育所におけるＩＣＴ等を活用した作業負担の軽減、効率化等の取組を支援することで、早期離職

の防止等による保育士の人材確保を図ります。また、これらの働きやすい職場環境づくりの取組に

対する表彰制度を創設し、保育現場のモチベーション向上に取り組むとともに、保育士が保育業務

に専念することができる労働環境の整備を促進し、質の高い保育の提供につなげていきます。 

 

 

子ども・福祉部 
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④放課後児童クラブおよび放課後子ども教室の設置・運営を支援するとともに、引き続き放課後児童

支援員等の研修を実施し、人材の確保と資質向上に努めます。また、病児・病後児保育の充実に向

けて、医療機関や保育所等での施設整備を支援するとともに、多くの子育て家庭や関係団体の参加

が見込まれるイベントなどの機会をとらえて、県内の病児・病後児保育施設を紹介し、事業の促進

を図ります。これらの取組を通じて、市町が地域の実情に応じて実施する地域子育て支援事業の推

進を支援します。 

⑤私立幼稚園を設置・経営する学校法人に対して、個性豊かで特色ある教育が推進されるよう支援す

るとともに、引き続き、子ども･子育て支援新制度への移行を希望する私立幼稚園が円滑に移行でき

るよう支援していきます。 

⑥就学前教育を担う人材の資質向上を推進するため、幼稚園教諭や保育士等の専門性を高める新任研

修や園内研修への支援等を実施します。 

⑦令和元(2019)年度に策定予定の「第二期三重県子どもの貧困対策計画」に基づき、教育の支援、生

活の支援など関係機関と連携し、総合的に取り組みます。また、身近な地域での支援体制の充実に

向け、市町等に対し体制整備に係るノウハウの提供や地域の子どもの貧困対策に関わる人材育成を

行うなど取組を進めます。 

⑧令和元(2019)年度に策定予定の「第四期三重県ひとり親家庭等自立促進計画」に基づき、三重県母

子・父子福祉センターと連携し、就業相談や職業紹介を行うとともに、高等職業訓練促進給付金の

支給など資格・技術取得の支援等を行います。また、日常生活支援を行う市町への支援を行います。 

⑨ひとり親家庭や生活困窮家庭（生活保護世帯を含む）に対する学習支援が、身近な地域で利用でき

るよう、先進事例の紹介や情報提供、学習支援に取り組む団体間の交流を図ります。また、ひとり

親家庭の子どもへの学習支援を行う市町を支援します。 

⑩県立子ども心身発達医療センターを子どもの発達支援の拠点として、引き続き、専門性の高い医療、

福祉サービスを提供します。また、地域における支援体制の構築に向けて、市町における専門人材

の育成支援の充実に取り組むなど、地域の関係機関との連携強化を進めます。さらに、初診申込み

の際のアセスメントの強化や、地域の医師を対象とした発達障がい児の診察に関する実践的な研修

を行うことにより、身近な地域での発達障がい児の早期診療を可能とする体制を整備します。 

⑪途切れのない発達支援体制の構築に向けて、「ＣＬＭと個別の指導計画」の改良に取り組むとともに、

研修や普及啓発事業等を実施し、幼稚園・認定こども園・保育所への導入をさらに促進します。 

 

 

⑫家庭の経済状況に関わらず、子どもたちが私立学校で安心して学べるよう、就学支援金および奨学

給付金を支給し、保護者等の経済的負担の軽減を行います。また、令和２年度から実施される「私

立高等学校の実質無償化」や「高等教育の無償化」について、学校法人等と連携し、適切に対応し

ていきます。 

環境生活部 
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⑬高等学校教育に係る経済的負担の軽減を図るため、きめ細かに修学支援制度を周知するとともに、

就学支援金および奨学給付金の支給ならびに修学奨学金の貸与等を行います。また、小中学校にお

ける「新入学学用品費等」の入学前支給がさらに進むよう、引き続き市町の状況を把握するととも

に、国の就学援助に係る財政支援等の動向について市町へ情報提供を行います。 

⑭就学前の子どもの生活習慣の確立を促すため、生活習慣チェックシートの活用を促進するとともに、

「三重県保幼小の円滑な接続のための手引き」のさらなる活用やモデル事業の成果の普及に取り組

みます。また、質の高い幼児教育・保育を一体的・総合的に推進する体制整備や、保育者の専門性

の向上に取り組みます。 

教育委員会 
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主な事業 

 

①教育・保育給付事業【基本事業名：23301 幼児教育・保育の充実】 

予算額：(R1) ６，６２４，９２９千円 → (R2) ７，４６１，７２５千円  

事業概要：保育所や認定こども園等に対し、市町が支弁する施設型給付費や地域型保育給付費、幼

児教育・保育の無償化に伴い必要となった費用の一部負担等をすることにより、幼児教

育・保育の総合的な提供等を図ります。 

 

②（一部新）保育対策総合支援事業【基本事業名：23301 幼児教育・保育の充実】 

予算額：(R1) ７９，５８９千円 → (R2) ７７，５５４千円 

事業概要：待機児童の解消や保育基盤の整備等を図るため、保育士確保のための保育士・保育所支

援センターの運営や保育士修学資金等の貸付を行うとともに、家庭環境に配慮が必要な

児童のための保育士加配等を支援します。また、保育士を補助する人材を確保すること

により、保育士の負担軽減、早期離職防止を図ります。さらに、保育現場の労働環境整

備に向け、ＩＣＴ等を活用して事務作業の効率化の方法などを見える化し、保育士の業

務のプロセス改善が自発的に進むことを支援するとともに、県内の保育所を対象に、工

夫をしながら働き方の改善等を進めている取組を募集し、表彰を行います。 

 

③保育士等キャリアアップ研修事業【基本事業名：23301 幼児教育・保育の充実】 

予算額：(R1) １５，９８０千円 → (R2) １５，９８０千円  

事業概要：保育士等の処遇改善を進め、保育現場におけるリーダー的職員の育成や保育士等の専門

性の向上を図るため、職務内容に応じた研修を実施します。 

 

④地域子ども・子育て支援事業【基本事業名：23301 幼児教育・保育の充実】 

予算額：(R1) ５３６，６７７千円 → (R2) ６０４，９７７千円 

事業概要：全ての子育て家庭および子どもを対象として、病児・病後児保育事業や地域子育て支援

拠点事業など、地域の実情に応じたさまざまな子ども・子育て支援の取組を実施する市

町を支援します。 

 

⑤放課後児童対策事業費補助金【基本事業名：23302 放課後児童対策の推進】 

予算額：(R1) １，００７，６９９千円 → (R2) １，０８９，３６５千円 

事業概要：保護者が昼間家庭にいない小学生の健全な育成を図り、適切な遊びや生活の場を確保す

るため、放課後児童クラブの設置や運営支援を行います。 

 

⑥放課後子ども教室推進事業【基本事業名：23302 放課後児童対策の推進】 

予算額：(R1) ４３，４７５千円 → (R2) ３９，７１７千円 

事業概要：放課後等における子どもたちの安全で健やかな居場所づくりの推進を図るため、放課後

子ども教室の運営支援を行います。 

 

 

 

子ども・福祉部 
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⑦保育専門研修事業【基本事業名：23301 幼児教育・保育の充実】 

予算額：(R1) １０，６３０千円 → (R2) １０，８２３千円 

事業概要：多様化・高度化する保育ニーズ等に対応するため、新規採用保育士や子育て支援員（地

域保育コース・放課後児童コース）、放課後児童支援員の認定資格研修や資質向上研修、

保育現場で求められる専門性の向上に向けた研修等を行います。 

 

⑧私立幼稚園等振興等補助金【基本事業名：23301 幼児教育・保育の充実】 

予算額：(R1) １，１２７，４０６千円 → (R2) １，１２６，９３０千円 

事業概要：私立幼稚園や認定こども園を設置・経営する学校法人に対して、経常費の一部を助成す

ることにより、幼児教育の水準の維持向上、園児の就園上の経済的負担の軽減および幼

稚園等の経営基盤の安定化を図ります。また、幼稚園教諭の処遇改善に取り組む学校法

人に対して、経費の一部を助成します。 

 

⑨認定こども園等整備事業【基本事業名：23301 幼児教育・保育の充実】 

 予算額：(R1) ６１，７５２千円 → (R2) ５８，６７０千円  

事業概要：認定こども園の施設整備を行うとともに、認定こども園等における教育の質向上を図る

ための研修を実施します。また、園務改善のために要する経費等への支援を行うなど、

質の高い環境で子どもを安心して育てることができる体制の整備を図ります。 

 

⑩子どもの貧困対策推進事業【基本事業名：23303 子どもの貧困対策の推進】 

予算額：(R1) １５９千円 → (R2) ６１８千円  

事業概要：子どもの貧困対策推進会議において、学習支援や市町の取組に係る好事例の紹介や情報

交換を行い、関係者間の連携を深めるとともに、生活実態調査の結果をふまえ、子ども

の貧困対策に取り組む団体等を支援します。 

 

⑪ひとり親家庭自立支援事業【基本事業名：23303 子どもの貧困対策の推進】 

予算額：(R1) ４０，９７６千円 → (R2) ４９，２８４千円 

事業概要：ひとり親家庭の母または父が、安定した雇用と収入を確保できるよう、高等職業訓練促

進給付金の支給等の就業支援を行うとともに、安心して子育てができるよう、家庭生活

支援員の派遣による日常生活支援やひとり親家庭の子どもの学習支援を行う市町への

支援を行います。 

 

 ⑫（一部新）医療支援事業【基本事業名：23304 発達支援が必要な子どもへの支援】 

予算額：(R1) ２１，８２５千円 → (R2) ２７，８８５千円 

事業概要：身近な地域における途切れのない発達支援体制の構築に向けて、「ＣＬＭと個別の指導

計画」の幼稚園・認定こども園・保育所への導入を促進するとともに、市町の総合支援

窓口の中心となる人材を育成します。また、発達障がい児の早期診断、早期支援のため、

地域の医療機関への実践研修等の技術的支援を行うとともに、市町、療育機関など関係

機関とのネットワークの構築等を進めます。 
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⑬（一部新）私立高等学校等就学支援金交付事業【基本事業名：23303 子どもの貧困対策の推進】 

  予算額：(R1) １，６９７，５７３千円 → (R2) ２，６１６，７５９千円 

事業概要：私立学校に通う子どもたちが安心して学べるよう、就学支援金等の支給を行うことによ

り、保護者等の経済的負担の軽減を図ります。 

 

 

⑭（新）私立専門学校授業料等減免補助金【基本事業名：23303 子どもの貧困対策の推進】 

  予算額：(R1) － 千円 → (R2) ２７７，５００千円 

事業概要：真に支援の必要な生徒が私立専門学校で学べるよう、授業料の減免を行う学校法人等に

助成を行うことにより、修学に係る経済的負担の軽減を図ります。 

 

 

⑮（一部新）就学前教育の質向上事業【基本事業名：23301 幼児教育・保育の充実】 

予算額：(R1) １，０９６千円 → (R2) ４，３７４千円 

事業概要：幼稚園・認定こども園・保育所において、域内全体の幼児教育の質の向上と保幼小の円

滑な接続を進める体制の構築を図るため、教育委員会に専門的な知識を有する幼児教育

スーパーバイザーを配置するとともに、幼児教育アドバイザーを市町へ派遣し、研修支

援等を行います。 

 

⑯高等学校等進学支援事業【基本事業名：23303 子どもの貧困対策の推進】 

予算額：(R1) ２６４，６３９千円 → (R2)  ２３１，２４４千円 

事業概要：高等学校・高等専門学校の生徒に対する修学奨学金の貸与等により、経済的な理由で修

学が困難な生徒を支援します。 

 

⑰高校生等教育費負担軽減事業【基本事業名：23303 子どもの貧困対策の推進】 

予算額：(R1) ３，９２１，５１６千円 → (R2)  ３，９０７，０２０千円 

事業概要：就学支援金や奨学給付金等を支給し、高等学校等における保護者等の教育費負担の軽減

を図ります。 

 

 

 

環境生活部 

 

教育委員会 
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施策３５４  

 

 

 

【主担当部局：地域連携部】 

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標） 

水や土地は、限られた貴重な資源であり、県民の皆さんの生活や経済活動にとって不可欠な基盤で

す。安全で安心な水資源がいつでも安定して使用できる基盤整備が進むとともに、市町、関係機関等

と連携した供給体制が確保され、水が大切に使用される社会が構築されています。 

また、計画的かつ適正な土地利用が図られ、自然環境と調和のとれた豊かな県土が次世代に引き継

がれています。 

 

主指標     

目標項目 
令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

被災想定区域
等で地籍調査
に取り組んだ
市町数 

  

 

  25市町 

21市町     

目標項目の説明と令和２年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

大規模災害時の浸水想定区域や土砂災害警戒区域などの被災想定区域等で地籍調査を推進
する市町数 

２年度目標値 
の考え方 

 

 

副指標   

目標項目 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 

状況 
目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

管路の耐震適合

率 

  

 

        66.3% 

 62.9％           

地籍調査の効率

化に取り組んだ

市町数 

  

 

        22 市町 

18 市町           

 

 

 

 

 

 

 

   Ⅰ－１－２ 治山・治水・海岸保全対策の推進 

水資源の確保と土地の計画的な利用 
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現状と課題 

①水道事業については、人口減少などの社会情勢の変化に対応するため、経営安定化への取組が必要

となっているとともに、大規模地震による被害発生時などにおいては、水の供給等、行政区域を越

えた連携の重要性が高まっています。また、県が供給する水道用水、工業用水の施設についても、

地震による被害や経年による老朽化が懸念されています。こうした中で、将来にわたって県民の暮

らしの安全・安心の確保と地域経済の発展に寄与していくため、持続可能な水の安全・安定供給の

実現に向けて、引き続き取り組んでいく必要があります。さらに、渇水時における水不足を解消す

るため、安定的な水資源の確保に取り組む必要があります。 

②土地は限られた貴重な資源であることから、計画的かつ適正な土地利用を図る必要があります。ま

た、円滑な土地利用を図るため、地籍調査を市町等と連携し推進していますが、地籍調査の進捗率

は、平成 30（2018）年度末において 9.6%で全国平均 52%と比べて低い状況にあることから、県内の

地籍調査を着実に進めていくという考え方のもと、効果的かつ効率的に地籍調査を進める必要があ

ります。 

 

令和２年度の取組方向 

 

①生活や産業活動に不可欠な水を安定して供給するため、長良川河口堰建設事業に伴う工業用水に係

る管理費等について、引き続き一般会計から工業用水道事業会計に出資し、長期的な視点から水資

源の確保を図ります。 

②効果的かつ効率的な地籍調査の実施にあたっては、南海トラフ地震等の大規模災害時に備えた防

災・復旧対策の推進や、インフラ整備の円滑化など、国の予算要求の考え方にも着目し、限られた

財源の中で、緊急性が高いと考えられる地区を重点的に推進します。また、市町に対して、新技術

の導入や、国直轄事業の成果を活用した地籍調査などを推進するよう、普及啓発や情報提供を行う

ことで、市町の理解や協力が得られるよう努めます。加えて、休止市町に対しても、引き続き、地

籍調査の重要性や効果を説明し、事業の再開に向けた働きかけを行っていきます。 

 

 

③国の交付金を活用するなどして、水道事業等における施設整備や耐震化などのライフライン機能強

化の促進を図ります。引き続き、認可等に係る指導監督および立入検査を行うとともに、水道法改

正に対応しつつ、水道の基盤強化に向けた取組を進めます。また、県内市町水道事業者との情報伝

達訓練など、災害時における応急給水活動の連携強化に向けた取組を行います。 

 

 

④「安全で安心な水道用水」と「良質な工業用水」を安定して供給するため、引き続き ISO9001を活

用し、品質管理の徹底と業務改善に取り組むとともに、老朽化対策や耐震化等の施設の改良を計画

的、効率的に実施します。 

 

 

 

 

 

 

地域連携部 

企業庁 

環境生活部 
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主な事業 

 

①工業用水道事業会計出資金【基本事業名：35401 水資源の確保と水の安全・安定供給】 

予算額：(R1) ２７６，００９千円  →  (R2) ３２１，１７０千円 

事業概要：県勢振興のため先行的に確保している水源の工業用水に係る管理費等について、一般会 

計から工業用水道事業会計に出資します。 

 

②地籍調査費負担金【基本事業名：35402 土地の基礎調査の推進】 

予算額：(R1) ２２０，４２８千円  →  (R2) ３５２，３０５千円 

   事業概要：土地取引の円滑化や土地資産の保全、災害復旧の迅速化等に資するため、地籍調査を実

施する市町に対して、その取組を支援します。 

 

 

③水道事業等指導事業【基本事業名：35401 水資源の確保と水の安全・安定供給】 

予算額：(R1)   ６，１２４千円  →  (R2)   ５，６７０千円 

  事業概要：水道事業認可、水質検査精度管理、水道事業者への立入検査および交付金事業に係る指

導監督を行うことで、安全・安心な水の安定供給を図ります。また、水道法改正に対応

するよう水道基盤強化に向けた取組を進めます。 

 

④生活基盤施設耐震化等補助金【基本事業名：35401 水資源の確保と水の安全・安定供給】 

予算額：(R1)１，１１５，４７２千円  →  (R2)１，４７９，１９８千円 

事業概要：水道事業等を行う市町等に対し国交付金を財源とした助成を行い、水道施設の耐震化や

老朽化対策および水道事業の広域化の取組を支援します。 

 

⑤水道事業会計支出金【基本事業名：35401 水資源の確保と水の安全・安定供給】 

予算額：(R1)  ４３５，０３５千円  →  (R2)  ６８９，１５４千円 

事業概要：水道広域化施設等に対し、一般会計から水道事業会計に出資・補助を行い、地方公営企

業の経営健全化を促進し、その経営基盤の強化を図ります。 

 

 

⑥水道施設改良事業【基本事業名：35401 水資源の確保と水の安全・安定供給】 

  予算額：(R1)４，２１１，８２９千円  →  (R2)６，２２９，２３０千円 

  事業概要：水道用水を安定的に供給できる施設機能を維持するため、北中勢および南勢志摩水道用

水供給事業の施設の更新や改良等を計画的に行います。 

 

 ⑦工業用水道施設改良事業【基本事業名：35401 水資源の確保と水の安全・安定供給】 

  予算額：(R1)７，８２５，９２０千円  →  (R2)６，１２１，７５９千円 

  事業概要：工業用水を安定的に供給できる施設機能を維持するため、北伊勢工業用水道事業等の施

設の更新や改良等を計画的に行います。 

 

地域連携部 

企業庁 

環境生活部 
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行政運営１  

 

 

 

【主担当部局：戦略企画部】 

めざす姿（令和５年度末での到達目標） 

第三次行動計画に基づく施策を通じて、「新しい豊かさ」を享受できる三重づくりを県民の皆さんと

の協創により進めることで、三重県らしい、多様で、包容力ある持続可能な社会が実現し、取組の成

果が県民の皆さんに届き、幸福実感が高まっています。 

 

主指標     

目標項目 
令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

各施策の「主指
標」の達成割合 

  

 

  70.0％ 

50.8％ 
（30年度） 

    

目標項目の説明と令和２年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

「主指標」の目標値を達成した施策が全施策に占める割合 

２年度目標値 
の考え方 

 

 

副指標   

目標項目 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 

状況 
目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

各施策の「副指

標」の達成割合 

  

 

        80.0％ 

   66.2％ 
（30年度）   

          

広域的な課題解

決に向けた新た

な連携取組数

（累計） 

  

 

        40 件 

                      ・ 

地域活動を行っ

ている県民の割

合 

  

 

        26.5％ 

21.5％ 
（30年度） 

          

 

現状と課題 

①「みえ県民力ビジョン」に基づく施策の進行管理は、「みえ成果向上サイクル（スマートサイクル）」

により行ってきましたが、各施策の「県民指標」の達成割合は目標に到達していない状況です。引

き続き、各施策や事業の成果を県民の皆さんに届けられるよう、新たな課題への対応も含め、着実

に取組を進めていく必要があります。 

   Ⅰ－１－２ 治山・治水・海岸保全対策の推進 

「みえ県民力ビジョン」の推進 
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②「三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下、「総合戦略」という。）に基づき、自然減対策と

社会減対策を車の両輪として人口減少の課題に取り組んできました。しかしながら、人口減少に歯

止めがかかっておらず、多岐にわたる分野の取組を有機的かつ効果的に結びつけ、相乗効果が発揮

されるよう、あらゆる施策を総動員していく必要があります。 

③県民の皆さんの幸福実感を把握し、今後の県政運営や各種計画の策定に活用するため、「みえ県民意

識調査」を実施しています。引き続き、県政運営の方向性を決定する参考となるよう、「みえ県民意

識調査」の調査内容・方法を検証、検討していく必要があります。 

④県境を越えて取り組むべき課題の解決に向けて、他の自治体等と連携し、各種取組を進めてきまし

た。引き続き、全国知事会はもとより、共通の課題を有する自治体等と連携し、県単独では解決す

ることが難しい課題に効果的・効率的に取り組んでいく必要があります。 

⑤県民の皆さんのＮＰＯ活動（市民活動、ボランティア活動等を含む）に対する理解、参画を促すこ

とで協創の裾野を広げる取組を進めてきました。公益的活動を行うＮＰＯ（市民活動団体、ボラン

ティア団体等を含む）やそれらを支援する中間支援団体が、さまざまな主体との協創を図りながら、

多様化、複雑化する地域の諸課題に対応していく必要があります。 

 

令和２年度の取組方向 

 

①令和２（2020）年度は、第２期総合戦略と一体化した県の中期の戦略計画である第三次行動計画が

スタートします。総合戦略の基本目標等を含む各施策の目標を達成するため、「みえ成果向上サイク

ル（スマートサイクル）」に位置づける政策協議等を通じて、各部局に対し必要な支援や助言を行う

など、的確な進行管理を行っていきます。 

②みえ県民意識調査については、今後の県政運営に活用するため、これまでの調査結果等をふまえ、

第 10回調査を実施します。 

③「三重県国土強靱化地域計画」の推進に向けて、「みえ成果向上サイクル（スマートサイクル）」に

基づき的確な進行管理を行っていきます。また、社会情勢の変化や国の動きをふまえ、「三重県国土

強靱化地域計画」の改訂を進めるとともに、県内市町における国土強靭化地域計画の策定に向けた

支援を行っていきます。 

④国が主導するマイナンバー制度が円滑に運用されるよう、次期システム更改等に適切に対応すると

ともに、個人情報保護等に配慮しつつ、関係部局と連携した制度への的確な対応等を行っていきま

す。 

⑤戦争の悲惨な実態と教訓が風化することのないよう、未来を担う若い世代をはじめとする多くの県

民の皆さんに、戦争の悲惨さと平和の大切さを伝える機会づくりに取り組んでいきます。 

⑥総合教育会議の開催等を通じ、各部局の人づくりにかかる施策の総合調整を行い、「三重県教育施策

大綱」に掲げる基本方針をふまえ、教育・人づくり政策の計画的な推進を図ります。 

⑦県境を越えて取り組むべき共通の課題や広域的な課題に関し、知事と他の自治体等の長が調査・研

究や提言・提案、連携事業等の実施について協議する場を設けることによって、各部局の施策推進

上必要な他の自治体等との連携した取組を進めます。 

 

⑧県民一人ひとりが自らを社会の担い手として認識し、ＮＰＯ活動について理解、参画し、さまざま

な主体との協創によって地域課題の解決に向けた取組を促進するため、「みえ県民交流センター」を

拠点として、ＮＰＯに関する県民の皆さんへの情報発信、ＮＰＯや中間支援組織の基盤・機能強化

に取り組みます。 

戦略企画部 

環境生活部 
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主な事業 

 

① 行動計画進行管理事業【基本事業名：40101 「みえ県民力ビジョン」の進行管理】 

予算額：(R1)  ２６，５６１千円 → (R2)  ２２，８９２千円 

事業概要：政策協議等を通じて、第三次行動計画の着実な進行管理を図るとともに、「三重県経営 

戦略会議」を開催し、県政の政策課題について有識者と意見交換を行います。 

     また、三重県地方創生会議及び同検証部会を開催し、第三次行動計画と一体化した第

２期総合戦略の取組成果や課題の検証を行います。 

     さらに、社会情勢の変化や国の動きをふまえ、「三重県国土強靭化地域計画」の改訂を

進めるとともに、県内市町における国土強靭化地域計画の策定に向けた支援を行いま

す。 

 

② （新）みん・聞くキャラバン開催事業費 

【基本事業名：40101 「みえ県民力ビジョン」の進行管理】 

予算額：(R1)    －  千円 → (R2)  ８，９８２千円 

事業概要：「若者が活躍できる三重・暮らし続けたい三重」をテーマに当事者である若者を中心

にリアルな声を集めると同時に、各地で魅力ある地域づくりを実践している方々につ

なげる場を、県内５地域＋東京で開催します。また、その様子を情報発信するととも

に、いただいたアイデアを最終報告会で共有します。 

 

③ 計画推進諸費 【基本事業名：40101 「みえ県民力ビジョン」の進行管理】 

予算額：(R1)  ４，０８２千円 → (R2)  ５，６４８千円 

事業概要：県民の皆さんの幸福実感の推移等を把握し、県政の運営に活用するため、「みえ県民意

識調査」を行います。 

 

④ 番号制度等整備関係諸費【基本事業名：40101 「みえ県民力ビジョン」の進行管理】 

予算額：(R1)  １５，５８０千円 → (R2)  １５３，００２千円 

事業概要：マイナンバー制度が円滑に運用されるよう、次期システム更改等に適切に対応すると

ともに、個人情報保護等に配慮しつつ、関係部局と連携した制度への的確な対応等を

行っていきます。 

 

⑤ 未来につなぐ平和発信事業【基本事業名：40101 「みえ県民力ビジョン」の進行管理】 

予算額：(R1)  １，０７５千円 → (R2)  １，０３５千円 

事業概要：被爆地広島との交流などを通じて、被爆・戦争関係資料を展示するとともに、県内の

若者に平和の尊さを伝えていく機会を設けます。 

 

⑥ 人づくり政策推進費【基本事業名：40101 「みえ県民力ビジョン」の進行管理】 

予算額：(R1)  １７４千円 → (R2)  １５８千円 

事業概要：知事と教育委員会が協議する総合教育会議を開催し、教育・人づくり政策を推進して

いきます。 

 

 

 

 

戦略企画部 
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⑦ 広域連携推進費【基本事業名：40102 広域連携の推進】 

予算額：(R1)  １１，６７０千円 → (R2)  １３，７５１千円 

事業概要：全国知事会、日本創生のための将来世代応援知事同盟等に参画し、広域的課題解決に

向け、他の自治体等と連携した新たな取組を開始します。 

 

⑧ 中部圏・近畿圏連携強化費【基本事業名：40102 広域連携の推進】 

予算額：(R1)  ３，０８２千円 → (R2)  ２，９２８千円 

事業概要：中部圏・近畿圏の知事会等に参画し、広域的課題解決に向け、他の自治体等と連携し

た新たな取組を開始します。 

 

 

⑨ ＮＰＯ活動支援推進事業【基本事業名：40103 県民の社会参画の促進】 

予算額：(R1)  ５，４３７千円 → (R2)  ５，６２２千円 

事業概要：ＮＰＯ法に基づく認証・認定事務、設立手続きや会計実務等に係る周知・相談・助言

等を実施します。 

  

⑩ みえ県民交流センター指定管理事業【基本事業名：40103 県民の社会参画の促進】 

予算額：(R1)  ３０，１８８千円 → (R2)  ３１，１０４千円 

事業概要：市民活動・ＮＰＯに関する情報発信、ＮＰＯや中間支援組織の基盤・機能強化に資す

る講座の開催、「みえ県民交流センター」の適切な管理・運営を実施します。 

環境生活部 
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事業の見直し一覧表 

※環境生活部関係抜粋 

 

（一般会計） 

部 局 名 

Ｒ元 

事業 

本数 

令和２年度当初予算編成における見直し事業件数 

合 計 
左    の    内    訳 

廃 止 リ フ ォ ー ム 休 止 

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ Ｃ Ｃ／Ａ Ｄ Ｄ／Ａ Ｅ Ｅ／Ａ 

（本） （件） （％） （件） （％） （件） （％） （件） （％） 

環境生活部 142  9  6.3% 1  0.7% 7  4.9% 1  0.7% 

 

 

 合 計 廃 止 リ フ ォ ー ム 休 止 

見直し事業件数 9 件 1 件 7 件 1 

（上段 一般財源） (▲78,454 千円) (0 千円) (▲74,733 千円) (▲3,721 千円) 

見直し事業費 ▲113,058 千円 ▲512 千円 ▲108,825 千円 ▲3,721 千円 
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事業の見直し調書 

※環境生活部関係抜粋 

 
（注）調書の各記号の意味は、以下のとおりです。 
「◇」・・・令和元年度特定政策課題枠のもの 
「□」・・・令和２年度特定政策課題枠のもの 
「◎」・・・市町予算と関係があると思われるもの 
「▲」・・・いわゆる「当然減」によるもの 

 

（単位：千円）

番 施策 基本事業

◇ □ ◎ ▲ 号 番号 番　号 廃止
リフォー

ム 休止
6月補正後
予算額Ａ

（一財） 当初要求額Ｂ （一財） Ｂ－Ａ

▲ 30 211 21101 人権施策総合推進事業費 1 7,732 (7,732) 2,152 (2,152) -5,580
県民意識調査は、7年に1回の
周期調査のため、次回調査実
施まで休止する。

▲ 31
専門学校生への経済的支
援実証研究事業費

1 512 0 -512
国の実証研究事業が終了し、
新たな制度が設けられたことに
より廃止する。

32 233 23303
私立高等学校等教育費負
担軽減事業費

1 178,950 (139,898) 142,481 (101,551) -36,469
国の修学支援制度の拡充に伴
い、不要となる助成を廃止する。

33 227 22701
資料収集整備費
（旧　資料収集整備費）
（旧　県史編さん刊行費）

1 56,015 (36,668) 27,787 (27,158) -28,228
県史本冊を全巻刊行したことに
伴い、県史編さん刊行費を資料
収集整備費に統合する。

34 151 15101 環境経営促進事業費 1 5,330 (1,540) 673 (530) -4,657

三重県財政の健全化に向けた
集中取組において令和元年度
を終期としているため、Ｍ－ＥＭ
Ｓ審査員維持研修・普及啓発
委託事業を廃止する。

◎ 35 154 15402
浄化槽設置促進事業補助
金

1 157,169 (157,169) 137,481 (137,481) -19,688

効率的に転換をすすめるため、
個人設置型補助事業で、10人
槽を超えるすべての浄化槽や
家屋の建て替えにより設置され
る浄化槽等を補助対象外に変
更する。

◇ 36 212 21202

みえの輝く女子プロジェクト
事業費
（旧　みえの輝く女子プロ
ジェクト事業費）
（旧　みえの活躍女子はぐ
くみプロジェクト事業費）

1 7,924 (2,462) 6,939 (1,970) -985

事業を効率的に実施するため、
みえの活躍女子はぐくみプロ
ジェクト事業費をみえの輝く女
子プロジェクト事業費に統合す
る。

▲ 37
男女共同参画意識調査事
業費

1 3,721 (3,721) 0 (0) -3,721
５年に１回の周期調査のため、
次回調査実施まで休止する。

38 213 21301
多文化共生がもつ力の活
用事業費

1 23,647 (631) 10,429 (525) -13,218
令和２年度より留学生への奨学
金給付の新規募集を停止し、継
続分のみの給付とする。

1 7 1 441,000 349,821 327,942 271,367 -113,058合　　　　　　　　計

説　      明細　事　業　名

区   分 令和元年度 令和２年度 差　  引
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令和２年度特定政策課題枠 事業一覧 

※環境生活部関係抜粋 

 

（１）「命」「安全・安心」を大切にする三重                        （単位：千円） 

施策 細事業名 事業概要 事業費 

142 
高齢運転者交通
安全緊急対策事
業費 

高齢運転者の交通事故防止対策として、安全運転サポ
ート車、後付け安全運転支援装置購入者への助成を実
施する市町への補助等を実施します。 

18,370 

 

（２）「包容力」「多様性」「持続可能性」を大切にする三重              （単位：千円） 

施策 細事業名 事業概要 事業費 

152 
食品ロス削減推
進事業費 

食品ロスの削減の推進に関する法律に基づき、未利用
食品の活用に向けて、関係者（企業、社協、フードバンク
団体）等との連携協議のため、地域別（北勢、中南勢等）
でマッチング協議を行います。 

1,606 

152 
プラスチック対策
等推進事業費 

海洋プラスチックごみを含むプラスチックごみ対策として、
ワンウェイプラスチックの削減など多様な主体と連携した
効果的な事業を総合的に展開する「みえプラスチックスマ
ートプロジェクト」を構築し、プラスチックごみの発生抑制
や資源循環を推進します。 

13,379 

212 
ＬＧＢＴ等相談事
業費 

ＬＧＢＴをはじめ多様な性的指向や性自認について、県
内における相談対応にかかる取組を行います。 

3,399 

213 

外国人住民に対
する情報や学習
機会の提供事業
費 

市町の体制や日本語教育の取組状況、地域の日本語教
育ニーズや課題等を調査し、その調査結果や有識者会
議における意見をふまえ、地域の日本語教育の実施に
関する総合的な体制づくりのための推進計画を策定しま
す。また、総括コーディネーターを配置し、地域の日本語
教室への支援・指導を実施するとともに、日本語指導者、
ボランティア、技能実習生等を受け入れている企業の日
本語指導者を対象とした研修会を開催します。 

11,915 

 

（３）「未来への希望」「挑戦」を大切にする三重                    （単位：千円） 

施策 細事業名 事業概要 事業費 

227 
みやこ斎宮を核
とした観光コンテ
ンツ拡充事業費 

初期斎宮に係る発掘現場の映像や史跡斎宮跡PRアニメ
による情報発信を行うとともに、県内外の大学生を対象に
した斎宮教育プログラムを実施し、若い世代に斎宮の魅
力を発信します。 

26,828 

 

特定政策課題枠 合計（（１）＋（２）＋（３）） 75,497 

 

72



令和２年度県民参画型予算 事業一覧 

※環境生活部関係抜粋 

 

８ 若年者を対象とした消費者トラブル防止に向けた知識と意識の向上     （単位：千円） 

施策 細事業名 事業概要 事業費 

143 
Let's Think 消費

生活！事業費 

2022 年からの民法の成年年齢 18 歳引下げを見据

え、今後、若者の消費者被害の拡大が懸念される

ことから、高校生や大学生等を対象とした消費者

啓発を行い、消費者トラブルを防止するための知

識と意識の向上を図ります。 

9,980 

 

12 食品ロスの削減                                     （単位：千円） 

施策 細事業名 事業概要 事業費 

152 

県民参加・体験型食

品ロスゼロ啓発プ

ロジェクト事業費 

食品ロス削減への関心を高めるため、食品関連事

業者、フードバンク団体、社会福祉協議会、行政、

県民など、さまざまな主体が参画する食品ロスを

テーマにした県民参加・体験型イベントを開催し、

県民運動としての機運を醸成することで食品ロス

の削減に繋げます。 

7,355 

 

13 LGBTをはじめ性の多様性について、県民の皆さんに広く知ってもらうための方策 

（単位：千円） 

施策 細事業名 事業概要 事業費 

212 

性の多様性を知ろ

う！みんなで虹色

キャンペーン事業

費 

性の多様性を尊重する姿勢を表現するシンボルカ

ラー虹色で、建物などをライトアップやペイント

するとともに、啓発イベントを行うキャンペーン

を実施します。 

9,783 

 

14 多文化共生への理解促進に向けた方策                      （単位：千円） 

施策 細事業名 事業概要 事業費 

213 

映画で知ろう！「み

えで活躍する外国

人住民」事業費 

県内の様々な分野で活躍している外国人住民を紹

介する映画を制作し、多文化共生に関するシンポ

ジウムで発表するとともに、市町や教育機関等で

上映して、多文化共生への理解促進を図ります。 

9,800 

 

県民参画型予算 合計（８＋12＋13＋14） 36,918 

 

73


